
福祉保健生活環境委員会会議記録 

 
                       福祉保健生活環境委員長 今吉 次郎 
 
１ 日 時 

   令和７年５月２日（金） 午後１時００分から 
               午後４時２９分まで 
 
２ 場 所 

   第５委員会室 
 
３ 出席した委員の氏名 

   今吉次郎、首藤健二郎、御手洗吉生、嶋幸一、福崎智幸、高橋肇、吉村哲彦、猿渡久子 
 
４ 欠席した委員の氏名 

   な し 
 
５ 出席した委員外議員の氏名 

      な し 
 
６ 出席した執行部関係者の職・氏名 

福祉保健部長 首藤丈彦、生活環境部長 首藤圭、病院局長 佐藤昌司 ほか関係者 
 
７ 会議に付した事件の件名 

   別紙次第のとおり 
 
８ 会議の概要及び結果 

（１）令和７年度行政組織及び重点事業等について、執行部から説明を受けた。 

（２）県計画等の策定・改定予定について、南海トラフ巨大地震における国の被害想定公表を

踏まえた県の対応について、防災ヘリにおける重大インシデント事案について及び新型イ

ンフルエンザ等対策行動計画の改定について、執行部から報告を受けた。 

（３）県内所管事務調査について行程を決定した。 

（４）県外所管事務調査について協議した。 

 
９ その他必要な事項 

   な し 
 
１０ 担当書記 

   議事課委員会班    主査  板井貴章 
   政策調査課調査広報班 専門幹 佐藤達郎 



福祉保健生活環境委員会次第 

 
日時：令和７年５月２日（金）１３：００～ 

場所：第５委員会室            

 

１ 開  会 

 

 

２ 病院局関係                        １３：００～１３：３０ 

（１） 令和７年度行政組織及び重点事業等について 
（２） その他 
 
 
３ 生活環境部関係                      １３：３０～１４：５０ 

（１） 令和７年度行政組織及び重点事業等について 
（２） 諸般の報告 

①県計画等の策定・改定予定について 
②南海トラフ巨大地震における国の被害想定公表を踏まえた県の対応について 
③防災ヘリにおける重大インシデント事案について 

（３） その他 
 
 
４ 福祉保健部関係                      １４：５０～１６：１０ 
（１） 令和７年度行政組織及び重点事業等について 
（２） 諸般の報告 

①新型インフルエンザ等対策行動計画の改定について 
（３） その他 
 
 
５ 協議事項                         １６：１０～１６：４０ 

（１）県内所管事務調査について 
（２）県外所管事務調査について 
（３）その他 
 
 
６ 閉  会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

今吉委員長 ただいまから、福祉保健生活環境

委員会を開きます。 

これより、病院局関係の説明に入ります。 

説明に入る前に、本日は初めての委員会でも

あるので、私から御挨拶を申し上げます。 

〔委員長挨拶〕 

今吉委員長 それでは、委員の皆さんの自己紹

介をお願いします。 

〔委員自己紹介〕 

今吉委員長 次に、事務局職員を紹介します。 

議事課の板井主査です。（起立挨拶） 

政策調査課の佐藤専門幹です。（起立挨拶） 

続いて、執行部の自己紹介をお願いします。 

〔病院局長挨拶〕 

〔幹部職員自己紹介〕 

今吉委員長 それでは、病院局関係の令和７年

度行政組織及び重点事業等について、説明願い

ます。なお、説明及び答弁は、私から指名を受

けた後、簡潔明瞭にお願いします。 

於久病院局次長兼事務局長 本日、御説明する

のは、大分県病院局の組織と令和７年度病院事

業会計予算です。 

説明は、お手元の福祉保健生活環境委員会資

料で御説明します。 

タブレットの資料の２ページをお開きくださ

い。病院局の組織について御説明します。 

大分県立病院は、一番上から診療科部は循環

器内科部をはじめとする２６科部、中央診療部

門は放射線科部など１１科部、医療技術部門は

薬剤部など５科部、そのほか看護部、次のペー

ジに進み、事務局、管理室等、がんセンター、

総合周産期母子医療センター、循環器センター、

精神医療センターからなっています。 

次に、タブレット資料の４ページをお開きく

ださい。令和７年度病院事業会計予算について

御説明します。 

令和７年度は、平成１９年度以来となる赤字

予算を編成しています。この傾向は全国的にも

同様であり、当院と同規模の全国の県立中央病

院のうち、８割を超える病院が赤字予算で編成

せざるを得ない状況と伺っています。 

それでは、一番上の表の収益的収支予算の単

年度損益欄を御覧ください。令和７年度当初予

算では４億８，９００万円の赤字を予定してお

り、令和６年度と比べると減益を見込んで編成

しています。また、その下の表の資本的収支予

算については、企業債等の資本的収入は１５億

７，５００万円、医療機器等の購入費や改築事

業費等の資本的支出は２２億３，７００万円を

計上しています。詳細については、５ページ以

降で御説明します。 

一番下の表の２令和７年度一般会計負担金の

内容ですが、これは県立病院が行う総合周産期

母子医療センター、精神医療センター、救命救

急部門など政策医療の不採算部門の運営、施設

や設備の建設改良に充当した企業債の償還に必

要な経費などについて、地方公営企業法に基づ

き、一般会計から支出するものです。 

令和７年度の当初予算は表の左から二つ目に

あるように１６億５，９７５万円となり、令和

６年度と比べ２億７，１１５万３千円の増額と

なっています。増額の要因は、主な増減理由欄

にもあるように、政策医療に要する費用の増等

によるものです。 

この一般会計負担金を収益として受け入れる

病院事業会計側の受入予算科目について御説明

します。 

５ページをお願いします。受入予算科目は三

つに分かれており、具体的には、右の表の一番

上、医業外収益の負担金交付金のうち、地方公

営企業法に基づく一般会計負担金、それから、

その二つ下の資本費繰入収益、７ページをお開

きいただき、左の表の二つ目、資本的収入の他

会計負担金となります。 

それでは５ページにお戻りください。 

令和７年度の予算概要を千円単位で記載して

います。まず、１収益的収入及び支出のうち、

（１）病院事業収益について御説明します。 
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左側の表になりますが、医業収益は、入院収

益、外来収益、その他医業収益の合計となり、

小計欄にあるように２０４億６，５０８万７千

円を計上しています。このうち入院収益は、令

和６年度と比較すると増額としており、その主

な要因としては、昨年度から取組を強化してい

る院長や診療科部長による地域の医療機関への

訪問等により、本年度は患者数がさらに増加す

ると見込んでいます。一方、外来収益は令和６

年度と比較すると減額としていますが、主な要

因としては、薬価引下げの影響等により診療単

価の上昇が見込めないことによるものです。 

次に、医業外収益は、受取利息配当金、一般

会計や国からの補助金、一般会計負担金を含む

負担金交付金などを合わせて、右側の表中段の

小計欄にあるように２０億５，４６５万円を計

上しています。これに特別利益を加えた病院事

業収益は、一番下の合計欄にあるように２２５

億５，５１６万９千円を計上しています。 

６ページをお願いします。 

（２）病院事業費用については、職員の給与

費、薬品費等の材料費、経費、減価償却費など

で構成される医業費用に、医業外費用、特別損

失を加えて、右の表の一番下、合計欄にあるよ

うに２３０億４，４４３万４千円を計上してい

ます。 

最後に７ページをお願いします。 

２資本的収入及び支出についてです。 

（１）資本的収入は、左の表にある企業債、

負担金で構成され、合計額は表の一番下にある

ように１５億７，４６２万８千円です。 

また、右の表（２）資本的支出は、建設改良

費と企業債償還金、他会計からの借入金償還金

で構成されており、建設改良費のうち、資産購

入費は１１億９，８５０万円で、医療機器の新

設及び更新を行うこととしています。 

その下の改築事業費は老朽化した施設の更新

工事等で２億２，６８６万１千円、その下の企

業債償還金は７億９，２４８万４千円、その下

の他会計からの借入金償還金を加えた資本的支

出の合計額は表の一番下にあるように２２億３，

７４１万５千円を計上しています。 

また、表の下の欄外に記載していますが、資

本的収入額が資本的支出額に対し不足する額は、

これまで同様、内部留保資金で補填することと

しています。 

今吉委員長 以上で説明は終わりました。これ

より質疑に入ります。質疑、御意見などはあり

ませんか。 

猿渡委員 大変お疲れ様です。 

 ８割の医療機関が赤字予算を組まなければな

らない状況で、約４億８千万円の赤字決算です

けれども、診療報酬引下げの影響が大きい、光

熱費等の負担が重くなっている、いろんな物価

が上がっている影響も大きいかと思います。以

前も本会議で国に診療報酬アップを要望する答

弁もあったかと思うが、今、８割の病院の経営

が本当に厳しい、それ以外のところも大変厳し

い状況にあるので、国の診療報酬アップが非常

に大事かと思います。我々としても要望を頑張

っていかないといけないと思うし、要望を強め

ていただきたいと思うんですけれども、厳しい

経営の状況や大変という具体的な中身もあれば

教えていただきたいのが一つです。 

 さきほど三つの点で方針を話されて、その中

で、働き方改革や優秀なスタッフの確保のこと

をおっしゃったんですが、いろんな医療機関で

職員が入ってきてもなかなか続かない、辞めて

いく人も多いと聞くんですけれども、そういう

状況もあるのか、いろんな面での御苦労を具体

的に聞かせていただければと思います。 

高橋委員 ちょっと追加で。猿渡委員からも話

があったけれども、今病院経営をしていく上で

最も財政を圧迫しているものについてお聞かせ

いただければと思います。 

渋谷総務経営課長 ありがとうございます。ま

ず要望についてです。これは当院、大分県だけ

ではなくて全国の病院を挙げて声を上げながら、

自治体病院協議会などの団体も通じて国に要望

しながら、次回の診療報酬改定等に向けて、何

とか上げてもらいたい、実態に即した形で報酬

設定を行ってもらいたいことを今後も要望して

いきたいのがまず１点あります。 

 それと、確かに今、医師の働き方改革で、い
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ろんな時間の上限規制がある中で、何とかやっ

ています。例えば、従来からタスクシフトと言

っているけれども、医療秘書、看護補助や特定

看護師の中で対応しています。実態としてなか

なか超勤縮減は難しい状況です。でも、それで

もやっていく。法律の規制もあるので、ここは

病院を挙げて取り組んでいきたいと思います。 

 あと、看護師なども含めて、今働いている方

が厳しい状況にある中で、育休明けの短時間勤

務は率先して取り入れているので、その分、勤

務のローテーションなどが厳しくなるのは確か

なんですけれども、病院としては働きやすい環

境づくりに取り組んでいるので、実際、当院と

しては、辞める方はそんなに多くありません。 

 あと、もう１点。実際、今経営の中で一番厳

しい点について。確かに物価高騰はあるけれど

も、やはり賃上げが大きいです。国で昨年診療

報酬改定があり、その賃上げの分のベースアッ

プ評価料を財源として診療報酬で見ているけれ

ども、実態としては、人事院勧告等を踏まえる

とそれ以上の賃上げがあります。 

 そして、診療報酬の中では、対象者が実は細

かく、賃上げの診療報酬でみる対象者も医師を

除くなどと限定されています。そういった中で、

当然それを上回る賃上げを見ていかないといけ

ないので、常に診療報酬は医療現場の実態を踏

まえてやっていくけれども、今回の改正ではな

かなか厳しい。その後も２年間改正がないので、

病院としてはなかなか財源が賄えない部分をま

た２年間何とかやっていかないといけないので、

病院全体として、経営改善に今以上に取り組ま

ざるを得ないというのがあります。そのため、

今の病院経営の中で賃上げが一番重いと私は考

えています。 

佐藤病院局長 少し補足させていただきます。 

猿渡委員御指摘の、具体的にこちらから何か

働きかけることができるのかという点に関して

です。背景は今、渋谷総務経営課長が申したと

おりですけれども、やはり自治体病院なので、

全国の自治体病院の集まりである全国自治体病

院協議会が我々の組織側としては一番大きな組

織です。昨年度に井上前病院局長もこの場で申

したと思いますけれども、３３病院中３２病院

が赤字で、当院はそれでも赤字額の少ない方か

ら上の一桁台に入っている。この赤字額で一桁

台に位置しているという、とんでもない順位が

発表されました。これは全国自治体病院協議会

としても非常に重視しており、昨年度、厚生労

働大臣等に陳情に行っています。 

 中身を見てみると、当院が正にそうなんです

けど、前回の診療報酬改定は、急性期医療、そ

れから政策医療に対する手厚さがほとんど削ら

れたと感じており、正にそこを担っている自治

体病院、県立病院が直撃を受けた印象がありま

す。 

 よりどころになるのは、来年度行われる診療

報酬改定で、ここがどれぐらいレスキューされ

るかを非常に注視しているのが我々の今の立ち

位置であり、これは蓋を開けてみないと分から

ないけれども、そこをどうにかしてくれと厚生

労働大臣等に申し入れている現状があります。 

 県立病院もその一員として同じように声を上

げている立ち位置になるけれども、やはり診療

報酬改定でそこがレスキューされないとますま

す厳しい部分があります。それが一つ。 

 もう一つは、支出の多さという部分では、こ

の経営状況を鑑みて、新たに院長になった宇都

宮と共に、根本的に削れるところは削ることを

内部でやっています。ただし、気を付けないと

いけないのは、給与面や待遇面を削ることは絶

対にあってはならんスタンスは保っています。

今、課長が申したように、国としては、ベース

アップ評価料を診療報酬改定に乗っけたので、

ペイするでしょうという立て付けですけど、実

際には、３分の２はそれで賄えるかもしれませ

んけど、赤字になった分の３分の１はそのまま

自分のところから出さねばならない比率がこの

２年間続いている状況があります。それがもち

ろん赤字の元になっているけれども、そこがど

う次回の診療報酬改定で、評価料の点数を上げ

るなどと具体的に出てくるかを待っているのが

今の立ち位置です。 

 ただし、最後に申したように、幸か不幸か当

院は、委員が危惧されている、途中で辞める、
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病院に居着かない状況は、かなり少ない病院と

自負しています。実際にこれが一番前面に出る

のは、医師よりも看護師、それからコメディカ

ルの方々がどれくらい退職や採用があるかです

けれども、看護部長はよく存じていますけど、

当院は非常に退職率が低いレベルにあると自負

しています。ですから、そこに響いている状況

にはなっていないと思うので、ここはそうなら

ないように、キープしていかにゃならんと思っ

ています。 

吉村委員 さきほどの話の中で、給与であった

り人件費という話もありました。一昨年か、定

数を増やしたと思います。当時の説明だと、数

年かけて拡充していくと話があったが、もう拡

充が終わっているのか、それともまだ途中なの

かだけ教えてください。 

渋谷総務経営課長 定数増については、先般、

３８名定数増とお願いしました。内訳としては、

そのうち３５名が看護師で、医師１名、臨床工

学技師２名です。医師はなかなか難しい面はあ

るけれども、臨床工学技師、今はＣＥというけ

れども、２名は確保しています。残り３５名の

看護師について、今確保しているのは１９名で

す。残り１６名はまだ確保できていません。そ

もそもこの１６名については、院内でＨＣＵを

新たにつくって、新たに加算を取ってという形

だったけれども、それには何千万円の工事も必

要です。工事の間、病棟をある程度制限しない

といけない、経営的に大変厳しい状況になる背

景もあります。なおかつ人件費もあるので、今、

残り１６名についてはまだ採用のめどが立って

いない状況です。 

御手洗委員 不足している看護師を確保すれば、

これが解消するのですか。 

佐藤病院局長 看護師の不足状況等を解決する

一つの手だてとして、さきほどの３９名のうち

十数名の採用に止めている状況です。幸か不幸

か、今の十数名の増員で一応病棟の喫緊の看護

師不足はない、そこまではこぎ着けていると考

えてよいかと思います。 

 ただし、時間外労働に抵触しないように看護

体制を組んで、全病棟を回すのにゆとりがある

人数かというと、ゆとりまではまだ達していな

いです。最終的には新たなＨＣＵを併設したこ

とも踏まえて、残りの十数名も採用して、やっ

と軌道に乗る運用ができると思っています。今

ここにいますけど、その分、看護部長が苦労し

て、勤務体制やチーム医療としての看護の取組

でカバーしているのが当院の現状と思っていま

す。 

 ですから、御手洗委員がおっしゃったように、

今絶対的に足りないので回っていないというほ

どの喫緊の状況は何とか回避できていると思い

ます。 

猿渡委員 ありがとうございます。大変苦労し

ながら、でも、辞める人は少ない状況をつくっ

ているということで、本当にお疲れ様です。例

えば、訪問介護などの場合は、報酬改定引下げ

を、その改定を待たずに途中でアップしてもら

わなきゃいけないと私たちは思っているけれど

も、お話を聞きながら、医療報酬もそういう面

があると思いました。本音を言うと、改定時を

待たずに早く上げてもらいたい状況ではないか

と思うんですが、どうですか。 

於久次長兼県立病院事務局長 昨今の物価高騰

を受けて、やはりお米や給食材料が上がってい

るので、入院時食事療養費については先日、ま

だ改定の時期じゃないけれども、アップしてい

ます。本来はそれだけじゃなくてほかの診療報

酬も上げていただきたいけれども、なかなかそ

うはなっていない状況です。今年の終わりぐら

いから次の診療報酬の改定の議論が具体的にス

タートするので、我々としても注視しながら、

できるところを経営改善をしていきたいと考え

ています。 

今吉委員長 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 ほかに質疑もないので、これをも

って、令和７年度行政組織及び重点事業等を終

わります。 

この際、ほかに何かありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別にないので、これをもって病院

局関係を終わります。 
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執行部は、お疲れ様でした。 

 

〔病院局退室、生活環境部入室〕 

 

今吉委員長 これより、生活環境部関係の説明

に入ります。説明に入る前に、本日は初めての

委員会であるので、まず、私から御挨拶を申し

上げます。 

〔今吉委員長挨拶〕 

それでは、委員の皆さんの自己紹介をお願い

します。 

〔委員自己紹介〕 

今吉委員長 次に、事務局職員を紹介します。 

議事課の板井主査です。（起立挨拶） 

政策調査課の佐藤専門幹です。（起立挨拶） 

今吉委員長 続いて、執行部の自己紹介をお願

いします。 

〔生活環境部長挨拶〕 

〔幹部職員自己紹介〕 

今吉委員長 それでは、生活環境部関係の令和

７年度行政組織及び重点事業等について説明願

います。 

 なお、説明及び答弁は、私から指名を受けた

後、簡潔明瞭にお願いします。 

首藤生活環境部長 それでは生活環境部の内容

について、生活環境部の福祉保健生活環境委員

会資料で御説明します。 

資料の２ページを御覧ください。 

まず、１組織について、今年度の組織改正に

より、協働・共助推進室を新設しています。こ

れにより、避難所の環境整備や災害時の専門ボ

ランティアとの連携強化等、被災者支援の取組

を加速させていきたいと考えています。 

本庁については、生活環境企画課から消防保

安室までの８課４室、地方機関は、右側に記載

している衛生環境研究センターから消防学校ま

での五つの所属で構成しています。 

また、防災局では、他県との人事交流をして

おり、危機管理体制の強化を目的とした愛媛県

からの併任職員１名に加え、今年度新たに南海

トラフ地震の際に応援県となる佐賀県からの併

任職員１名を配置しています。 

次に２職員数ですが、４月１日現在、本庁１

５８名、地方機関９０名、合計２４８名となっ

ています。 

続いて、３ページを御覧ください。 

令和７年度の生活環境部関係の予算について

御説明します。当初予算の総額は、表の左から

２列目、７年度当初予算額（Ａ）欄の一番下９

３億１，４４９万６千円です。 

その右にある６年度当初予算額（Ｂ）欄の一

番下の６６億５，２４６万５千円と比較すると、

額にして２６億６，２０３万１千円、率にして

４０．０％の増になります。これは、防災ヘリ

コプター、防災通信システムの更新に伴う事業

費の増が主な要因です。 

次に、予算のポイントですが、１安心分野に

ついてです。 

（１）災害対策・危機管理については、孤立

集落対策や被災者支援、応援・受援体制の強化

などの防災対策の強化に取り組むと共に、消防

団員の確保・育成など消防力の充実強化を図り

ます。 

（２）環境保全については、グリーンアップ

おおいたの旗印の下、県民一人ひとりの主体的

な行動を促すと共に、温室効果ガスの排出削減

や廃棄物の再資源化、豊かな自然を生かした新

たな魅力の創出等に取り組み、環境先進県おお

いたの実現を目指します。 

（３）人権・共生社会については、ＮＰＯと

企業等の多様な主体との連携を促進するため、

ＮＰＯへの伴走支援や災害時の協働体制の強化

に取り組むほか、インターネット上やＡＩ利用

による人権侵害など新たな人権問題に取り組み

ます。 

（４）治安・県民生活については、交通安全

対策や消費者トラブルの啓発、動物愛護の推進、

食育の充実に取り組みます。 

次に、２元気分野についてです。（１）人材

確保・育成では、女性に選ばれる地域づくりに

向けて、女性に魅力的な職場づくりに取り組む

企業を支援するほか、女性活躍の機運醸成に向

けて経営層・女性・次世代への啓発も行います。 

最後に、３未来創造分野についてです。（１）
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カーボンニュートラル・ＧＸについては、ＥＶ

充電設備などのインフラ整備や企業活動のカー

ボンニュートラル化の支援に取り組みます。 

引き続き、担当課室長から重点事業等につい

て御説明します。 

新田生活環境企画課長 資料の４ページを御覧

ください。生活環境企画課関係について説明し

ます。 

１組織、事務分掌ですが、部長、審議監を除

いた本庁の職員数は２３名で、主な事務として、

部の総合企画、組織・定数の管理、人事・予算

の総括等に加え、交通安全対策に関する県民運

動の実施、青少年の健全育成の推進などに取り

組んでいます。 

 地方機関は大分県衛生環境研究センターを所

管しており、職員数は３１名です。主な事務と

して、保健衛生及び環境保全に関する試験検査

や調査研究等を行っています。 

 次に、２重点事業です。 

（１）優しいマナーと思いやりの運転県おお

いた推進事業５２７万４千円です。この事業は、

交通事故の発生を抑止するため、子どもから高

齢者まで幅広い世代に応じた交通安全対策を実

施するものです。本年度は、自転車利用時の乗

車用ヘルメット着用促進に加え、新たに高齢運

転者が、加齢に伴う身体機能の変化を自覚し、

体調や天候、道路状況などを考え、運転する

時・場所を自ら制限し、安全運転につなげるマ

イルール運転の広報啓発等を実施します。 

 次に、（２）青少年等自立支援対策推進事業

５，４１１万６千円です。この事業は、ニート

やひきこもり等社会的自立に困難を抱える当事

者及びその家族を支援するため、おおいた青少

年総合相談所及び子ども・若者総合相談センタ

ー、ひきこもり地域支援センターの運営等を行

うものです。 

朝久野協働・共助推進室長 資料の５ページを

御覧ください。協働・共助推進室関係について

説明します。 

１組織、事務分掌ですが、職員数は６名で、

主な事務として、ＮＰＯ等と連携した県民活動

の推進に関すること、避難所運営支援などに取

り組みます。 

 次に、２重点事業です。 

まず、（１）ふるさと創生ＮＰＯ活動応援事

業３，１２７万２千円です。この事業は、ＮＰ

Ｏの人材育成や活動の支援、活性化を図るため、

おおいたボランティア・ＮＰＯセンターの運営

を公益財団法人おおいた共創基金に委託し、相

談対応やアドバイザーの派遣、広報活動など、

ＮＰＯが多様な主体と連携し、地域の課題解決

に取り組む活動を支援するものです。加えて、

災害時において県外から応援に駆け付ける災害

専門ボランティアの受入れを調整する災害中間

支援組織の育成支援や災害時に想定されるニー

ズに県内のＮＰＯ等が対応できるスキルを身に

つける研修を開催します。 

次に、（２）避難所運営体制強化事業３４３

万円です。この事業は、避難生活における良好

な生活環境の実現を図るため、避難所でのルー

ル作りや困りごとに関する助言等、避難所運営

を支援する避難所運営コーディネーターの養成

や市町村との連携強化に向けた検討会を開催す

るものです。 

宮本環境政策課長 資料の６ページを御覧くだ

さい。環境政策課関係について説明します。 

１組織、事務分掌ですが、職員数は１２名で、

主な事務として、環境政策や環境に関する県民

運動グリーンアップおおいた、環境教育、脱炭

素社会の推進などに取り組んでいます。 

次に、２重点事業です。 

まず、（１）グリーンアップおおいた推進事

業２，４６７万９千円です。この事業は、グリ

ーンアップおおいたを県民総参加で推進するた

め、環境啓発イベント開催のほか、小学生にエ

コマーク等の環境ラベル収集を通じて環境に優

しい商品選択の習慣化を促すグリーンアップお

おいたチャレンジや不在時の宅配便受取りの際

に宅配ロッカー等の利用を促すキャンペーン等

を実施するものです。 

次に、（２）地域再生可能エネルギー導入推

進事業４億８６８万６千円です。この事業は、

県内における再生可能エネルギーの導入を促進

するため、太陽光発電設備や高効率給湯設備等
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の導入に対する助成を行うほか、県有施設にお

いて、建物の消費エネルギーを一定以上削減す

る、いわゆるＺＥＢ化改修を行うものです。 

羽田野自然保護推進室長 資料の７ページをお

願いします。自然保護推進室関係について説明

します。 

１組織、事務分掌ですが、職員数は１４名で、

主な事務として、生物多様性に関すること、自

然保護に関すること、温泉法の施行に関するこ

と、ジオパーク・ユネスコエコパークの推進に

関することなどに取り組んでいます。 

 次に、２重点事業です。 

まず、（１）生物多様性保全推進事業２，９

７４万５千円です。この事業は、豊かな自然環

境を次世代に引き継ぐため、自然環境の保全対

策や特定外来生物対策等を行うものです。 

本年度は、引き続き、おおいたの重要な自然

共生地域における保全活動への支援やクリハラ

リスの防除を行うほか、新たに市町村に対する

アライグマの捕獲支援を行います。 

次に、（２）祖母・傾・大崩ユネスコエコパ

ーク活用プロモーション事業７９５万４千円で

す。この事業は、ユネスコエコパークの豊かな

自然を活かした新たな魅力を創出するものです。

本年度は新たに、自然や暮らしにまつわる体験

型スタンプラリーを実施するほか、体験スポッ

トと食を組み合わせたモデルコースを造成し、

パンフレット等による情報発信などを通じて、

誘客につなげます。 

木内県民生活・男女共同参画課長 資料の８ペ

ージを御覧ください。県民生活･男女共同参画

課関係について説明します。 

１組織、事務分掌ですが、本庁の職員数は１

９名で、地方機関である大分県消費生活・男女

共同参画プラザの職員が兼務しています。 

主な事務としては、男女共同参画社会づくり

のほか、消費者行政に関すること、犯罪被害者

等への支援などに取り組んでいます。 

  次に、２重点事業です。 

  まず、（１）女性が輝くおおいたづくり推進

事業５，３００万２千円です。この事業は、女

性が活躍でき、男女が共に働きやすい社会の実

現を図るため、女性の管理職比率等が高い企業

を認証するおおいたキャリエール認証企業制度

の運用をはじめ、女性の継続就労等に向けた取

組への助成など、女性活躍に取り組む企業を支

援するほか、産学官連携による次世代女性リー

ダーの育成、性別役割分担意識などのアンコン

シャス・バイアスの解消に向けたセミナーなど

を実施するものです。 

次に、（２）消費生活安全・安心推進事業４，

１８９万１千円です。この事業は、県民の消費

生活の安全・安心の確保を図るため、消費生活

相談員の国家資格取得に向けたオンライン講座

の開催や消費者被害の未然防止に向け、ＳＮＳ

広告の活用や高校生への出前講座の実施など、

相談体制の充実やライフステージに応じた消費

者教育・啓発を推進するものです。 

宇都宮食品・生活衛生課長 資料の９ページを

御覧ください。食品・生活衛生課関係について

説明します。 

１組織、事務分掌ですが、本庁の職員数は１

４名で、主な事務として、食品の安全・安心確

保対策、食育の推進、動物の愛護・管理及び理

容・美容、旅館業等の衛生対策などに取り組ん

でいます。 

 地方機関は大分県動物愛護センター及び大分

県食肉衛生検査所を所管しており、職員数はあ

わせて３２名です。 

動物愛護センターは、大分市と共同で運営し

ており、ボランティアと協働し、犬・猫の譲渡

会や動物愛護教育を実施するなど、人と動物が

共生できる社会の実現に努めています。また、

食肉衛生検査所では、厳正かつ科学的な検査を

実施し、県民に対し安全・安心な食肉の提供に

努めると共に、米国等海外への食肉輸出対応を

行っています。 

次に、２重点事業です。 

 まず、（１）動物愛護協働推進事業３，１１

８万７千円です。この事業は、動物愛護精神の

涵養を図り、犬猫の殺処分を減少させるため、

動物愛護センターでの拠点型不妊去勢手術や市

町村が行う不妊去勢手術費助成事業の補助を行

います。また、本年度は新たに、ペット同伴避
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難推進のための研修会や大規模災害発生に備え

た動物愛護センター内での放浪犬・猫等の一時

保護用備蓄の整備を行います。 

 次に、（２）食の安全・安心推進事業１，７

６８万７千円です。この事業は、事業者に対す

るＨＡＣＣＰによる衛生管理の導入・定着に向

けた支援のほか、消費者を対象とした講習会の

開催や事業者と消費者の相互理解を深めるため

の施設見学を通じて、食の安全・安心を確保し

ていきます。 

若松環境保全課長 資料の１０ページを御覧く

ださい。環境保全課関係について説明します。 

１組織、事務分掌ですが、職員数は１４名で、

主な事務として、生活環境の保全のため、大気

汚染、水質汚濁、騒音・振動等の公害の規制、

ダイオキシン類等の化学物質対策、水道施設の

整備及び環境影響評価に係る事務などに取り組

んでいます。 

 次に、２重点事業です。 

まず、（１）小規模集落等水源整備支援事業

２，４００万円です。この事業は、小規模集落

等の水問題を解決するため、新たな水源確保等

に取り組む市町村に対して補助するものです。

困窮度が高く早急な整備が必要な地区の施設整

備を行う市町村を支援することにより、生活の

基盤となる水を確保し、地域の活力維持につな

げていきます。 

次に、（２）大気環境監視推進事業４，８０

２万４千円です。この事業は、大気汚染防止法

に基づく常時監視体制を適切に維持するための

測定機器の更新等を行うとともに、アスベスト

飛散防止対策を行うもので、本年度は、津久見

及び日出大気環境測定局の移設等を実施します。 

北村循環社会推進課長 資料の１１ページを御

覧ください。循環社会推進課関係について説明

します。 

 １組織、事務分掌ですが、職員数は１５名で、

主な事務として、廃棄物の減量化・再資源化、

適正処理の推進、不法投棄の防止、ＰＣＢ廃棄

物の処理対策、海岸漂着物の回収・処理への支

援等を行っています。 

 次に、２重点事業です。 

 まず、（１）循環社会構築加速化事業７，０

９４万円です。この事業は、循環型社会の形成

に向けて廃棄物の減量・再資源化を促進するた

め、優良産廃処理業者の育成や処理業者向けセ

ミナーの開催等を実施するものです。 

本年度は新たに、循環経済への移行を推進す

るため、再資源化が可能な廃棄物の収集体制の

構築等に取り組む団体やＤＸ等を活用した産業

廃棄物の再資源化の効率化・高度化等に取り組

む企業に対し支援します。 

 次に、（２）浄化槽適正維持管理推進事業１，

２０７万１千円です。この事業は、県民の生活

環境の保全を図るため、浄化槽の法定検査受検

率向上に向けた管理台帳の再整備や適正維持管

理に向けた広報啓発を行うものです。 

本年度は、再整備を行った管理台帳に基づい

た法定検査未受検者への受検指導やチラシ・テ

レビＣＭを活用した普及啓発を行います。 

山本審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課長 

資料の１２ページを御覧ください。人権尊重 

・部落差別解消推進課関係について説明します。 

 １組織、事務分掌ですが、職員数は１０名で、

主な事務として、部落差別問題や女性、障がい

者、外国人、性的少数者など、様々な人権課題

について、人権尊重社会の確立を目指して、各

種施策を展開しています。 

 次に、２重点事業です。 

 まず、（１）人権施策推進事業１，４８８万

９千円です。この事業は、人権尊重社会の確立

を目指すため、大分県人権施策基本方針に基づ

く施策を総合的に推進するものです。 

本年度は、人権研修を行う企業や人権相談活

動を行うＮＰＯ法人等への支援をはじめ、性的

少数者への理解促進のため、パートナーシップ

宣誓制度の周知や講演会等を実施するなど、人

権課題の解決に向け取り組みます。 

 次に、（２）人権啓発推進事業１，８０１万

５千円です。この事業は、県民に人権の尊重を

日常生活の中で考え実践してもらうため、様々

な手法や媒体により人権教育・啓発を推進する

ものです。 

本年度は、差別をなくす運動月間における人
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権講座や人権啓発フェスティバル開催のほか、

新たに、気付きにくい差別につながるマイクロ

アグレッション――無自覚に相手を傷つけてし

まう行為を防止するための啓発用動画を制作し

研修等で活用します。 

山口防災対策企画課長 資料の１３ページを御

覧ください。防災対策企画課関係について説明

します。 

１組織、事務分掌ですが、防災局長、防災危

機管理監を除いた職員数は１６名で、主な事務

については、県地域防災計画に基づき、自然災

害から県民の生命・身体・財産を守るための防

災・減災に関する施策を推進しています。また、

災害時には県災害対策本部等を設置し、市町村

や国等の防災関係機関と連携して対応を行って

います。 

 次に、２重点事業です。 

まず、（１）防災・減災対策加速化支援事業

１億５千万円です。この事業は、災害に強い人

づくりや地域づくりを推進するため、市町村な

どが行う孤立可能性集落における防災対策や地

域の防災活動、避難所の環境改善に対し助成を

行うものです。本県において昨年度実施した孤

立可能性集落に関する調査結果を踏まえて、孤

立可能性集落の備蓄品等の整備について重点的

に支援します。 

次に、（２）県庁防災体制強化事業１億８，

４２１万４千円です。この事業は、県・市町村

等の防災体制の強化のため、関係機関と連携し

た防災訓練や研修を実施するものです。本年度

は新たに、孤立の発生を想定した救助訓練や広

域防災拠点における物資搬送訓練を実施します。

また、発災時に活用可能なトイレカーを振興局

に導入・設置することで、避難所の衛生環境の

改善を図ります。 

渡部危機管理室長 資料の１４ページを御覧く

ださい。危機管理室関係について説明します。 

 １組織、事務分掌ですが、職員数は愛媛県か

らの併任職員１名を含む９名です。主な事務と

して、危機管理事案への対応をはじめとして、

国民保護対策や防災行政無線に関する業務を所

管しています。 

 次に、２重点事業です。 

（１）防災情報通信システム更新事業１２億２，

２０３万６千円です。この事業は、大規模災害

時における情報収集・伝達手段を確保するため

に整備した防災情報通信システムの老朽化等に

伴い更新を進めているものです。 

 昨年度から順次更新しており、今年度は、既

設の高所カメラの更新にあわせ、沿岸部や離島、

石油コンビナート周辺など７か所にカメラを増

設する予定です。 

 次に、（２）国民保護対策事業６３２万３千

円です。この事業は、万が一、武力攻撃やテロ

攻撃が発生した場合、国民保護法に基づき、県

民の避難や避難住民の救援など国民保護措置を

迅速に実施できるよう、体制を整備するもので

す。 

 本年度は、昨年度から検討を進めている沖縄

県先島諸島からの避難住民の受入れを想定した

図上訓練を予定しています。 

渡辺消防保安室長 資料の１５ページを御覧く

ださい。消防保安室関係について説明します。 

 １組織、事務分掌ですが、本庁の職員数は、

豊後大野市の県央飛行場に常駐している防災航

空隊を含めて２１名で、主な事務として、消防

に関する市町村相互の連絡調整をはじめ、火薬

類の取り締まり、高圧ガスの保安、石油コンビ

ナートの防災に関する業務などを行っています。 

地方機関は大分県消防学校を所管しており、

職員数は８名です。県内の消防職員・消防団

員・消防関係者の教育訓練を行っています。 

 次に、２重点事業です。 

 まず、（１）防災ヘリコプター更新事業１８

億７，１２４万６千円です。この事業は、二人

操縦士体制の導入により機体重量が増加し、エ

ンジンの出力強化が求められる中、安定飛行に

よる救助活動の効率化や事故の未然防止に向け、

防災ヘリコプターとよかぜの機体更新を実施す

るものです。新機体の製造については、本年９

月の受領に向け、順調に進んでいるところです。

受領後は隊員の慣熟訓練を入念に行うなど、導

入準備に努め、来年度からの円滑な運航開始を

目指します。 
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次に、（２）高機能消防指令センター共同整

備支援事業３，９７８万２千円です。この事業

は、災害・活動情報の一元管理や相互応援の迅

速化による消防力の維持・強化のため、高機能

消防指令センターの共同整備及び円滑な立ち上

げを支援するものです。 

 以上で、令和７年度行政組織及び重点事業等

について、説明を終わります。 

今吉委員長 以上で、説明は終わりました。こ

れより質疑に入ります。質疑、御意見などはあ

りませんか。 

首藤副委員長 ２点お尋ねします。 

 大分市の現状の産業廃棄物処理場でキャパシ

ティが足りているのか、今どのぐらいあって、

次にどこかに必要なのかを教えてください。 

 それと、予算の３ページですけど、人権・共

生社会のところで、インターネット上やＡＩ利

用による人権侵害など新たな人権問題への啓発

に取り組むことですけれども、今、インターネ

ット上での根拠のない言葉が、非常に問題には

なっているけど、ＡＩ利用による人権侵害は、

具体的にどういうことなのか教えてください。 

北村循環社会推進課長 最終処分場のキャパシ

ティでお尋ねがありました。大分市の最終処分

場、米良に何箇所か集中してあります。あと、

県が所管している最終処分場も昨年度許可して

今施工しているので、直ちに容量を圧迫する状

況にはありません。 

山本審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課長

 ＡＩによる人権侵害の関係ですけれども、例

えば、ＡＩを活用して画像を作って、本人じゃ

ない画像を作り込み、インターネット上に載せ

ることが想定されると思っています。 

首藤副委員長 人権侵害はかなり増えているの

でしょうか。 

山本審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課長

 インターネット上の人権侵害について、まず

ＡＩについては、そういったことが危惧される

状況ですけれども、誹謗中傷の類いはかなり増

えている状況です。 

福崎委員 それでは、順番にお聞きしたいと思

いますが、まず１点目が４ページの生活環境企

画課。自転車乗車用ヘルメットの着用促進です

が、自転車通勤をしている県職員で着用率はど

のくらいなのか。１００％じゃないと思ってい

るので、お尋ねしたいと思います。そういう方

に対してどう対応していくのか。まず、県職員

が模範を示さなければいけないのではないかと

思っています。 

 それから、次、８ページの県民生活・男女共

同参画課の県民の消費生活の安全・安心の確保

についてですが、消費者センターへの消費者生

活相談、年間８千件ぐらいあって、そのうち４

割ぐらいがアイネスに問合せが来ているという

ことですが、苦情として捉えると単なる文句と

いう捉え方ですが、県民の声として捉えるなら

ば、知事は常日頃から県民の声に耳を傾けると

言っているから、この８千件の処理をどうされ

ているのか。例えば、各部に対してそれを伝え

て、ちゃんとした処理を促している、協議会を

持って、きちんと１年間、県民の声で何が多く

て、それに対しては課題だとして、次の事業の

施策にいかしているのかをお聞きしたいと思い

ます。 

 それから、１１ページ目の循環社会推進課の

浄化槽の適正な維持ですが、法定検査を年１回

するようになっていますよね。毎月検査をして、

年１回のくみ取り、どこかの協議会、団体に検

査してもらうようになっていると思いますけど、

これは未受検業者が多くて、適切に管理されて

いないのを今回からすることなんですが、もし

従わない場合、どういう対応を取るのか。従わ

ないままほたっておくのか。 

 それから、最後に防災対策企画課にお聞きし

ますが、県庁の防災対策の強化ですけど、防災

局に関わっている職員で防災士の取得はどのく

らいなのか。県それから各市町村とも、防災士

の養成に対してお金を出して受講させていると

思います。広く県民、市民には防災士を取って

地域でやってくださいと言うのに、県の所管す

るところでは防災士が誰もいないことにならな

いかが心配です。特に、藤川防災局長は防災士

を取っているのかお聞きしたいと思います。 

新田生活環境企画課長 ３月６日に、本館、新
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館、別館でヘルメットの着用率について調査し

たところ、利用者のうち約４割の着用率しかな

かったです。 

 ヘルメットの着用については、昨年度、自転

車の安全利用に関する啓発動画を作成して、ヘ

ルメットの着用とあわせて啓発を行っています

が、高齢者あるいは中高生を中心に自転車利用

に係るヘルメットの着用をさらに促していくた

め、今年度も啓発動画並びにパンフレット等を

作成することで、さらなる着用率の向上を目指

していきたいと考えています。 

木内県民生活・男女共同参画課長 消費生活セ

ンターへの相談の処理についてお答えします。 

 私どもに来た相談は、基本的には消費者と事

業者の契約に関することが多いので、それにつ

いては私どもが、解決に向けて相談員がアドバ

イスをしたり、あるいは、中には必要があれば

事業者との間に入ってあっせんをすることで解

決をしています。 

 ただ、中には、例えば私どもの課でいうと、

景品表示法の関係に違反しているのではないか

という事例もあるので、そういった疑わしい事

例があった場合には関係課に情報提供して、必

要があれば現地調査に行く、あるいは国へ全国

消費生活情報ネットワークシステムで全て情報

を上げているので、全国的に同じような事例が

集まったら、消費者庁や関係機関が検査等に入

って対応することにつなげています。 

北村循環社会推進課長 浄化槽の法定検査を受

けていないところへの指導について、御質疑を

いただきました。大分県は確かに法定検査の受

検率が大変低いことが課題になっています。そ

のため、昨年度から浄化槽管理台帳の再整備と

して、市町村、事業者、清掃業者等に協力いた

だいて、台帳データを整理したところです。 

 今まで、法定検査を受けていないところに受

検指導という手紙を送って指導してきていたけ

れども、それが全数できていなかったので、今

年はその台帳を整備して、法定検査を受けてい

ない方全員、それが５万５、６千人ほどいるけ

れども、全員に受検指導をまずやります。従わ

ない場合は、法にのっとって勧告、命令という

手続があるので、個別の案件によっては、そう

いう処分も念頭に置いて対応していきたいと思

っています。 

藤川防災局長 まず、私の防災士の取得状況か

らですけれども、私は取得しています。平成２

５年だったと思うけど、その頃から正に隗より

始めよで、県の職員が防災士を取得することが

始まって、その初年度に取得しました。ただ、

その後、防災の部署に来ることもなく、去年は

北部振興局長でしたが、ずっぷりと防災の仕事

をしたわけではないので、知識のアップデート

には努めたいと思っています。 

 防災局全体の取得状況については、担当課長

から回答します。 

山口防災対策企画課長 防災局の職員が防災士

を取っているかですが、３月３１日現在では１

００％取っています。４月の人事異動で新しく

入った職員については８月以降研修を行い、取

得するように促していきます。 

福崎委員 県職員のヘルメット着用率、４割が

着用、６割が着用していないことですが、どう

するかを言われなかった気がします。高齢者の

何とかという全般的な答えを言われただけで。

６割の未着用率の県職員に対して、どういうふ

うにして１００％の着用率にするかという回答

をいただかなかったので、もう一度。１００％

にする方向性を持っているのか、もう今現状で

単なる自主性に任せているのかをお聞かせ願い

たいと思います。 

 それと、防災士の資格は取ったんですよね。

更新してないんですよね。あるいは、取ってい

るのか。だけど、あれは３年に１回、ちゃんと

救急救命の更新をしないといけないと思うので、

救急救命士の資格も持っておかないといけない、

受講もしないといけない。あれは３年に１回切

れるはずなので、それをきちんと更新しておか

ないと、防災士の資格を持っていても救急救命

士としての資格は有しないと私は思うので、頑

張っていただきたい。 

新田生活環境企画課長 実際に職員が立って調

査を行っているので、ヘルメットを着用してい

ない職員に対して、直接ヘルメットの着用を呼
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びかけていきたいと思っています。 

福崎委員 トップダウンで指示を出すべきと思

います。自分たちは県としてやっているから、

県職員に対してはヘルメットの着用をきちんと

してくださいと言って、課長名、こちらの部長

名などで出して。職員がお願いしますと言って

着用するぐらいだったら、もう既に１００％に

なっているので、そんなことでは駄目ではない

かと思います。きちんと指示をするべきと私は

思うので、それは要望します。 

山口防災対策企画課長 救急救命士の講習の話

ですが、防災士の研修自体はＡＥＤの研修が必

須になってはいるんですけど、救急救命士の資

格は特にないので、３年に１回講習を受けなけ

ればいけないものでは特にないと私は記憶して

います。 

猿渡委員 何点かあるんですが、まず８ページ

の女性活躍の関係ですけれども、土木建築関係

で働いている若い女性から、何でこの職場を選

んだかというと、髪の色やネイルが自由だから

選んだという意見があって、やはり若い女性が

仕事を選ぶのにそういうのも大事なんだなと思

って、その辺のことも参考にしていただけたら

というのが１点。 

 あと、女性のリーダー育成で、管理職など責

任がある立場になる時期に、更年期障害や親の

介護などの時期と重なってくると思うんですね。

責任が重い立場になると、いろんなストレスな

どで健康面も大変になったりが割とあるかと思

うんですね。無理のない仕事と健康維持や家庭

の介護などと両立できる配慮をしつつ、長く働

いて活躍していただける配慮がいると思うんで

すね。是非今後考えていただけたらというのが

１点。 

 あと、９ページの犬猫の不妊去勢手術につい

ては、市町村の事業が広がってきていますね。

１５市町村に広がってきたのは大変ありがたい

と思っています。残りが少なくなってきました。

例えば別府市には助成があるけれども、助成額

が少なくてすぐに使い切ってしまうので増やし

ていただきたいのと、対象にできる猫の範囲を

広げるよう市町村の助成を充実していただきた

いと思うんですね。全市町村で実施するのが先

だという答弁があって、それがかなり進んでき

たので、今後に向けて、是非各市町村への助成

額も増やしていただきたいと思うのが１点。 

 あと、１２ページ。パートナーシップ宣誓制

度の関係です。制度がスタートして大変喜ばし

いと思うんですが、スタートして１年の状況と

課題が見えてきた部分もあるかと思います。プ

ラス面や課題、１年経過してどのように捉えて

いるのか、今後さらに使いやすいものにしてい

ただくためにどう考えていくのか。 

 もう一点、県庁の中でお昼を食べるときに出

前を取ったりお弁当を買ったりする人が多いと

思うんですけど、例えばその中に、もう割り箸

いらないよと徹底してマイ箸にする。毎日のこ

となので、それだけでもかなりごみの減量にな

る。そういう職場が広がればいいという思いも

あるんですが、そういうことは考えられないの

かお願いします。 

木内県民生活・男女共同参画課長 健康につい

ては、国が出している女性版骨太の方針でも女

性の健康課題が大きく取り上げられていますし、

私どもが目指している女性の管理職の割合を増

やしていけば、当然更年期や介護の問題が出て

くると思うので、我々も課題として捉えて考え

ていきたいと思います。今年度から新たにおお

いたキャリエール認証企業応援補助金をつくり

ました。三つメニューがあり、そのうちの一つ

に女性の健康課題の支援があります。これは、

更年期など女性特有の健康課題が労働生産性低

下や離職、キャリア形成を阻害していることか

ら、婦人科のオンライン相談や各種がん検診の

実施などを導入した企業に対して補助すること

を考えています。 

宇都宮食品・生活衛生課長 犬猫の不妊手術の

助成についてですけれども、平成３０年度には

１０７頭分の補助をしていました。年々頭数を

増加させており、令和４年度には３４１頭分、

令和５年度には４１４頭分、令和５年度には６

９５頭分に予算を増額しています。今回も取り

組む市町村が増えたので、予算を増額していま

す。 
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山本審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課長

 パートナーシップ宣誓制度についてお答えし

ます。 

 委員もおっしゃったとおり、パートナーシッ

プ宣誓制度は、１年経過して、応援企業も１０

社ほどで、それに賛同する市町村も増えてきた

ところです。課題としては、その宣誓した方々、

また賛同していただいている企業のサービス面

の向上が課題と思っていますし、また、そうい

った企業等を増やしていくのも大事と思ってい

ます。今年度も企業等を訪問して、賛同してい

ただける企業を増やしたいと思っています。今

年度は特に不動産業、金融業等に営業をかけ、

宣誓した方々が金融的な支援を受けやすい、ま

た部屋を借りる場合の借りやすい形をどんどん

増やしていければと思っています。 

宮本環境政策課長 大分県では、環境マネジメ

ントシステムとして、県庁内のごみの削減やエ

ネルギーの消費の削減に取り組んでいます。 

 現状、マイ箸について着目した取組をやって

いるわけではないけれども、そういう視点もア

イデアとして貴重な御意見だと思っているので、

今後、環境マネジメントシステムの会議等で、

検討の材料の一つとさせていただければと思っ

ています。 

猿渡委員 １点だけ。犬猫の不妊去勢手術です

けれども、件数が増えてきたのは、対象市町村

が増えたので増えてきた意味かと思うんですね。

なので、今後１市町村に対する助成額を増やし

ていただくことを要望します。よろしくお願い

します。 

高橋委員 ４ページの生活環境企画課の重点事

業の（１）安全運転につなげるマイルール運転

の広報啓発。これは安全運転につなげるマイル

ールですけれども、名称が誤解されやすい感じ

もします。マイルール運転の広報啓発、多分警

察本部との連携もしていくと思うけれども、来

年４月からは顕著な危険運転については自転車

に反則金も入ってくるので、このマイルール運

転という言葉も含めて広報啓発は、現時点でど

う誤解のない広報をする予定なのかが１点。 

 もう一つが、１３ページの防災対策企画課で

すけれども、最近、新聞に大分県内の孤立可能

性集落の数が市町村ごとに載っていたと思いま

す。現在、孤立可能性集落に対する防災対策を

行っている市町村はどのくらいあるのか。それ

から、その内容をもし把握していれば教えてい

ただければと思います。 

新田生活環境企画課長 マイルール運転の啓発

について、まずマイルール運転という言葉と取

組を広げる啓発動画を現在作成しているところ

です。この秋、冬の交通安全運動期間中に集中

的に配信することで、マイルール運転の普及に

努めていきたいと考えています。 

山口防災対策企画課長 孤立可能性集落につい

てです。昨年１１月に孤立可能性集落の調査を

発表したところですけど、全体で３，４００余

りの県内の集落、統計上の集落の分類上のうち

１，２０２の集落が孤立の可能性があることが

発表になったところです。全体の３５％ぐらい

が孤立の可能性があるとなっています。県で音

頭を取って、孤立集落の対策を全県で進めてい

きましょうと市町村に呼びかけて、今進めてい

る状況です。 

 具体的には、さきほど御説明した補助金で、

孤立可能性のある集落について備蓄を進めてい

くと共に、ヘリポートの整備も進めていこうと

考えているところです。 

高橋委員 ありがとうございます。 

 マイルールの啓発動画はいいんですけれども、

結構危なっかしい運転をされているのは高齢者

も多いんですよね。さっきのヘルメットも含め

て。昨日今日も、ふらふらしながら運転してい

る高齢者、しかもヘルメットなしで右側を走っ

ていたりを結構見かけるんですけれども、そう

いう方の目に触れる機会を増やしていかないと、

言葉かけだけで終わってしまう気もします。答

弁はいいので、子どもたちは学校を通じたりで

結構普及はできるんですね、すぐ。高齢者への

今後の啓発をどうしていくかも含めて、一般の

方にどうしていくかがやっぱり問題と思ってい

ます。 

 それから、孤立可能性集落、是非各市町村に

一日でも早く少しずつ取組を進めていかないと、
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いつ何があるか分からない、今そういう状況な

ので、よろしくお願いします。 

新田生活環境企画課長 高齢者の方については、

いきいき交通安全体験講座として市町村ごとに

交通安全の講習会等を開催します。その折に、

こういった取組もあることもあわせて啓発を行

っていきたいと考えています。 

吉村委員 ありがとうございます。 

 さきほどから自転車の話も上がっています。

要望ですが、来年からの反則金の関係で、ちょ

うど皆さんの関心も非常に高まっているところ

だと思うし、テレビ等でも流れているので、是

非この機を狙って、関心があるときだからこそ、

ルールや警察本部と連携を取りながらしっかり

周知をしていただければと思うので、よろしく

お願いします。 

 １点質疑ですが、５ページです。 

新しくできた協働・共助推進室です。避難所

運営に関して、当然市町村が主体ですけれども、

県としてどういったフォロー、支援を考えてい

るのか、聞かせてください。 

朝久野協働・共助推進室長 市町村の支援につ

いて、５ページの下の（２）ですけれども、確

かに避難所の運営は一義的には市町村ですけれ

ども、やはり大きな災害が起きたときにマンパ

ワーが不足するため、開設にあたって適切な知

識を持った方を養成して、最初のルールづくり

の支援ができる人材を今年度から養成していき

たいと考えています。 

吉村委員 ありがとうございます。 

 地元の市町村と地域の方が常に連携を取りな

がら、開設の準備や訓練ができている市町村に

関しては非常にいいのかなと。ただ、大分市の

いろんな地域、なかなか職員しか駆けつけない

ところは、避難したけどマットも出してくれな

かった、毛布も出てこなかったという声も確か

にあるのが事実だと思っています。それはやっ

ぱり日頃からの訓練、なかなかやりづらい環境

もあると思うので、そういったところも目を光

らせていただきながら、上手に人材を育成して、

そういった方が活躍できる環境づくりも進めて

いただければと思います。要望です。よろしく

お願いします。 

嶋委員 １０ページです。小規模集落等水源整

備支援事業です。これは何年目ですかね。続け

ていますが、県下で小規模集落の水問題の解決、

どのくらい進んでいるのか。そして、市町村の

取組を支援するとなっているけど、市町村の状

況等をもうちょっと説明していただけますか。 

若松環境保全課長 小規模集落等水源整備支援

事業ですが、いろんな名称を変えながら引き続

きやっています。また今年度から３年間の事業

で予算を確保したところです。一昨年も６００

万円の４か所で予算化をしているけれども、そ

こに１０か所ぐらい手が挙がって４か所にした

ところです。今年度も４か所実施する予定にし

ています。市町村によっては、上限が６００万

円ということは、市町村も同じ金額を出したり、

水源を新たに掘るから、かなりの予算が必要で、

取り組む市町村も増えてきているが、そこあた

りで地元の理解などでまだ躊躇されているとこ

ろもあると聞いています。いずれにしても、市

町村を回って、この小規模集落、まだまだ未普

及地域があると思うので、市町村と共に取り組

んでいきたいと考えています。 

嶋委員 小規模集落の皆さんが求めても、市の

負担もあるので、なかなか市町村が手を挙げな

いこともたくさんあると思うんですよ。今年度

から３年間ですが、この事業、さらに充実して

いただくとありがたいなと思っているので、要

望です。どうぞよろしくお願いします。 

今吉委員長 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 ほかに質疑もないので、これをも

って、令和７年度行政組織及び重点事業等を終

わります。 

次に、執行部から、報告をしたい旨の申出が

あったので、これを許します。 

①について説明をお願いします。 

新田生活環境企画課長 資料の１６ページを御

覧ください。生活環境部における県計画等の策

定・改定予定について説明します。 

左端番号１は、条例に基づき議決を要する計

画で、現行計画が終期を迎えるため、次期計画
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の策定を行うものです。第３回定例会において

概要を御報告し、翌年第１回定例会に計画議案

を提出する予定です。 

番号２から次ページ７については、現行計画

が終期を迎えるため、次期計画の策定を行うも

のです。 

番号８は、１０年間の計画ですが、国の基本

指針の改正に合わせて５年を目途に見直すこと

としており、県内の動物愛護管理の状況を勘案

し、目標の設定等の中間見直しを行う予定です。 

 今後、表右端にあるスケジュールに沿って作

業を進めていきます。適宜、その概要等を本委

員会において、委員の皆様に御報告しますので、

よろしくお願いします。 

今吉委員長 ただいまの報告について、質疑な

どはありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別に質疑もないので、次に、②の

報告をお願いします。 

山口防災対策企画課長 資料の１８ページを御

覧ください。南海トラフ巨大地震における国の

被害想定公表を踏まえた県の対応について御説

明します。 

南海トラフ巨大地震については、国が前回の

被害想定から１０年経過したことから見直しを

行い、今年３月３１日に新たな想定を公表しま

した。 

 左の枠のとおり、今回の見直しでは、地形や

地盤データの高精度化、最新の人口データや耐

震化率などを踏まえており、震度分布や津波浸

水面積などに影響しています。 

具体的には、①震度分布では、日田市、九重

町、玖珠町で震度階級が１段階上がったほか、

③３０センチメートル以上浸水面積では、前回

の５，６００ヘクタールから７，１８０ヘクタ

ールに拡大しています。また、⑤死者数も前回

の約１万７千人から約１万８千人に増加してい

ます。 

右の枠を御覧ください。県の対応については、

今回の国の見直しを踏まえ、南海トラフ地震を

含め県に影響のある地震について、市町村ごと

で想定される被害を調査します。その上で、県

地域防災計画や地震・津波防災アクションプラ

ンの見直しを行い、防災対策の強化を図ります。 

今後のスケジュールですが、６月、７月に有

識者会議を開催し、国の被害想定の分析を行う

など、県としての調査を開始します。調査には

１年以上かかる見込みであるため、来年度中に

新しい県の地震被害想定を公表する予定です。 

今吉委員長 ただいまの報告について、質疑な

どはありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 今回、南海トラフ地震は国が見直

しをしたけど、かなり変わってきたんですね。

県民の周知としては、なかなかうまく伝わって

いかない。だから、日々地域の人たちをどう入

れ込むかは大事だと思うんですよ。結局、遠く

でいろいろ地震があっても、避難訓練してもだ

んだんマンネリ化してしまうところもあるので、

この周知をもっと地域の方と絡む形で是非お願

いしたいと思います。これはもう要望で結構で

す。 

ほかに質疑もないので、次に、③の報告をお

願いします。 

渡辺消防保安室長 資料の１９ページを御覧く

ださい。先月発生した防災ヘリにおける重大イ

ンシデント事案について御説明します。 

事案概要ですが、４月４日金曜日に竹田市の

稲葉ダムにおいて実施していた消火訓練中に、

防災ヘリから吊り下げていた消火バケットと呼

ばれる大型バケツが、カーゴフックと呼ばれる

取付金具から分離し、ダム内に落下して沈んだ

ものです。なお、本事案において、死傷者や器

物破損、機体の損傷等は発生していません。 

事案発生後、直ちに国土交通省大阪航空局へ

重大インシデントと思われる事案の発生として

報告し、翌４月５日土曜日から７日月曜日にか

けて、国土交通省運輸安全委員会から調査官２

名が派遣され、現地調査が実施されました。 

調査は、消火に係る設備・資機材等の確認の

ほか、関係者からの聞き取りが行われています。 

また、４月９日水曜日には消防庁から各都道府

県等に対して、点検を強化するとともに、さら

なる安全運航に努めるよう通知が発出されたと
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ころです。 

次に、運航再開についてです。機体及び資機

材・装備品の点検を入念に行い、地上及び実機

での訓練を十分に実施した上で、先週２６日土

曜日から、消火活動業務を除く捜索・救命・救

助活動業務を再開しています。消火活動業務に

ついては、事案発生時に使用していた設備等を

更新した後、再開する予定ですが、時期は未定

です。 

なお、大規模な林野火災が発生した場合等に

ついては、九州各県等との協定に基づく応援や

自衛隊への応援を要請する等、関係機関との連

携により対応していきます。 

また、稲葉ダムに落下していた消火バケット

については４月１８日金曜日に回収済みです。 

今回事案の原因究明には至っていませんが、

事故に至る可能性があった重大インシデントが

発生した事実を重く受け止めているところです。

防災航空隊は県民の安全・安心を守る使命を果

たすことを、昨日の県防災航空隊安全を誓う日

において決意を新たにしたところであり、防災

ヘリコプターのより一層の安全運航に努めてい

きます。 

今吉委員長 ただいまの報告について、質疑な

どはありませんか。 

首藤副委員長 ヘリコプターの事案で、まだ原

因究明に至っていないということですけど、そ

の意味も分からないんですが、取付け方に不備

があったのか、消火バケットの水の量が多かっ

たのか、全然原因が分からないのはなぜですか。 

渡辺消防保安室長 隊員からは、手順等は間違

いなく行ったと報告は受けていますが、どうし

てカーゴフックから消火バケットが外れてしま

ったのかよく分かっていません。この辺は国の

運輸安全委員会の調査に委ねられているところ

であり、私どもでは分かりません。 

 さきほど、水の量が多かったのかと言われま

したけども、消火バケット自体は満水で６００

リットル入りますが、通常、活動の場合は満水

状態ではなく５００リットルで消火活動を実施

します。訓練のときは、あまり多くの重量を持

つと燃費も悪くなるため、大体２００リットル

ぐらいで水をくんでやっているので、重量的に

はそんなに多くはなかったと考えています。 

 そして、４月４日に行われた訓練では、１５

回の消火訓練を、水をくみ上げて散水する予定

でしたが、１回目の散水は何事もなく無事に行

われています。２回目のときに、水をくんで散

水ポイントに向かおうとしたところで消火バケ

ットが外れた。事実関係としてはそういったと

ころで、まだ我々としても原因は分かっていな

いです。 

今吉委員長 ちょっと１点、報告書はおよそ１

年後の見込みというのは、何かおかしいんじゃ

ないですか。報告書が１年後しか来ないのはど

ういうことですか。 

渡辺消防保安室長 そこは、国土交通省の運輸

安全委員会の調査によるところなので、私ども

は何とも言えないですけど、国土交通省に聞い

たところでは、大体報告書は、そういった事案

があって、まとめられて公表されるのが１年後

だとは聞いています。そこがどうして時間かか

るのか、原因も実際のものも調査を国土交通省

がするわけで、その後で判明して公表すること

になっているので、私どもでは、そこのどうし

てかかるのかというところ、それ以上は申しよ

うがないです。 

猿渡委員 消火活動業務については更新後再開

する予定ということですけど、その関する部分

を全部新しくやりかえて、更新してから再開す

るということですね。どこまでの部分を更新す

るんですか。 

渡辺消防保安室長 落下した消火バケット、そ

れからカーゴフック一式が、さきほどの国土交

通省の運輸安全委員会の調査対象として保全指

示が出ており、今全く触れない状態です。です

から、猿渡委員がおっしゃったように、装備品

は新しく購入する必要があります。消火バケッ

ト、カーゴフックについてはある程度すぐに手

に入るらしいんですけども、右の写真の真ん中

のちょっと黒っぽい点があります。フックとヘ

リコプターをつなぐケーブル、それとフックの

先から消火バケットの底にかけて水をまくケー

ブルがあり、このケーブルがヘリコプターの附
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属品です。メーカーに問合せをしていますが、

メーカーは単体で売ったことがなく、ケーブル

がいつ納入できるかは未定だという回答しかい

ただけないので、納入の見通しが立っていませ

ん。 

福崎委員 答弁がよく分からないんですけど、

このカーゴフックと消火バケットはヘリコプタ

ーの附属品なんですか。ヘリコプターとセット

じゃないと買えないものなのか、それとも、カ

ーゴフックも消火バケットも単体で買えるのな

ら、それを操作するケーブルも単体で買えるは

ずですよね。それをいかにもヘリコプターと一

緒じゃないと買えんみたいなことを言われてい

るから困っているみたいな話なんですが、カー

ゴフックや消火バケットは消耗品だから、別個

に買えるのでは。買えるのなら、それを操作す

るケーブルも一緒に買えるのは普通ですが、そ

こはどうなんですか。 

渡辺消防保安室長 カーゴフックと消火バケッ

トについては、さきほど申したとおり、消耗品

というか備品で、それは単体で買えるけれども、

ちょっと写真で見づらいんですが、機体とカー

ゴフックをつないでいるケーブルがあります。

そのケーブルとバケットと、ヘリコプターでバ

ケットの底に、底を開けて水をまくケーブルが

あり、そのケーブルがヘリコプターの附属品ら

しくて、カーゴフックの附属品ではないとメー

カーから言われており、その部分が納期未定で

す。 

福崎委員 らしくてというのがよく分からない

んですが、附属品だから駄目というのか、大体

カーゴフックと消火バケットを取り替えること

ができるのなら、ケーブルも一緒になって取り

替えられるものじゃないかと思うのに、何でヘ

リコプターの附属品なのかがちょっと分からな

いんですが。カーゴフックなどの附属品なら分

かるんですが、いかにも何かできませんよみた

いな形で言っているんですけど、じゃ、新しい

ものに買い替えるときもヘリコプターと一緒じ

ゃないとこのケーブルは買えないということで

すか。 

今吉委員長 渡辺消防保安室長、的確に答えて

ください。 

渡辺消防保安室長 メーカーに問い合わせた結

果では、ケーブルはヘリの附属品で、単体では

販売していないとの回答でした。 

藤川防災局長 なかなか分かりにくくて申し訳

ないんですけど、ヘリからフックに向かって斜

めにケーブルが出ているんですけど、この分が

ヘリと一体で、今まで一体でしか売ったことが

ない。単体で売ったことがないので、金額とか

納期が見積もれないというのが今のメーカーの

答えなんですね。我々としてもなるべく早く消

火活動を再開したいので、早めに納期だったり

金額とかを示してくれと言っているんですけど、

メーカーからそういう答えしかいただけていな

いので、現時点では消火活動の再開が見込めな

いというのが回答となります。 

 我々としても消火活動については、まだまだ

乾燥の時期が続いており、今月の末ぐらいまで

は山火事の危険性もかなり高いので、なるべく

早く再開したいと思っていますが、今そういっ

た状況で、再開の時期は見込めません。 

 さきほど渡辺室長が説明したように、火災が

発生した場合には、九州各県と協定を結んでい

るので、それで、先日の事例では佐賀県から応

援に来てもらって消火をしました。これについ

ては、どこの県もお互い様というところはあり

ます。 

 そもそも防災ヘリは１年間フルに活動できる

ものではありません。耐空検査といって、車で

いうと車検のような国の検査があり、これにつ

いては１回検査に入ると、３か月ぐらいかかり

ます。その３か月間はヘリを一切使えないので、

そういった協定を各県で結んで、お互い使えな

いときには応援、受援の体制を整えましょうと

いうことでやっています。 

 そういったことや、あとは自衛隊も、防災ヘ

リよりも大きな消火能力を持ったヘリコプター

を持っていますし、先日自衛隊にも挨拶に行っ

たときには、是非自衛隊のヘリを使っても構い

ませんというお言葉も司令からも聞いているの

で、非常に状況がやばいなというときには、躊

躇なく自衛隊にも連絡しながら対応したいと思
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っています。 

今吉委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 ほかに質疑もないので、以上で諸

般の報告を終わります。 

この際、ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別にないので、これをもって生活

環境部関係を終わります。 

執行部はお疲れ様でした。 

ここで、暫時休憩します。 

午後２時５７分休憩 

――――――――――― 

午後３時 ３分再開 

今吉委員長 これより、福祉保健部関係の説明

に入ります。説明に入る前に、本日は初めての

委員会でもあるので、まず、私から御挨拶を申

し上げます。 

〔委員長挨拶〕 

今吉委員長 それでは、委員の皆様の自己紹介

をお願いします。 

〔委員自己紹介〕 

今吉委員長 次に、事務局職員を紹介します。 

議事課の板井主査です。（起立挨拶） 

政策調査課の佐藤専門幹です。（起立挨拶） 

続いて、執行部の自己紹介をお願いします。 

〔福祉保健部長挨拶〕 

〔幹部職員自己紹介〕 

今吉委員長 それでは、福祉保健部関係の令和

７年度行政組織及び重点事業等について、説明

をお願いします。 

 なお、説明及び答弁は、私から指名を受けた

後、簡潔明瞭にお願いします。 

首藤福祉保健部長 それでは、福祉保健生活環

境委員会資料の２ページをお願いします。 

まず、今年度の福祉保健部の組織及び予算の

総括的事項について、私から御説明します。 

はじめに、組織については、福祉保健部は、

２ページの部長、理事兼審議監、審議監の下、

福祉保健企画課から次のページの障害者社会参

加推進室までの本庁の８課３室及び保健所やこ

ども・女性相談支援センターなど１６の地方機

関により構成しています。 

このうち、昨年度から改正したものとしては、

中ほどにある県民健康増進課ですが、健康寿命

日本一の早期実現に向け、県民運動の機運をよ

り一層高め、保険者や事業者など多様な事業主

体と共に健康増進施策に取り組むため、健康増

進室と国保医療課を統合して新設したものです。 

また、２ページの下の方、こども・家庭支援

課の右にある、こども・女性相談支援センター

大分支所については、大分市の児童相談業務を

所管する組織として明確化するため、城崎分室

から名称を改めるとともに、虐待対応等のさら

なる迅速化を図るため、新たに次長を配置する

など体制強化を図ったものです。 

次に、３ページの中ほど、（２）職員数につ

いてですが、本庁が２４４人、地方機関が４４

９人、計６９３人となっています。このほか、

会計年度任用職員として２２１人を任用してい

ます。 

 （３）県立施設については、大分県社会福祉

介護研修センター以下四つの施設について、指

定管理者制度により運営しています。 

次に、４ページを御覧ください。今年度の福

祉保健部の予算について、御説明します。 

まず、（１）一般会計の総額ですが、表の左

側、福祉保健部①の計欄、赤枠で囲んでいます

が１，１４９億４，３５６万２千円です。 

これを右から３列目、６年度当初予算額（Ｂ）

と比較すると、その右、赤枠のところですが３

０億３，３３３万１千円、率にして２．７％の

増となっています。 

後期高齢者医療費や障がい者自立支援給付費

などの扶助費等の増加などが要因です。 

続いて、５ページを御覧ください。（２）特

別会計についてです。 

福祉保健部が所管する国民健康保険事業特別

会計、母子父子寡婦福祉資金特別会計等につい

ては、予算額（Ａ）の計欄にあるように１，１

４３億１７９万３千円を計上しています。 

次に、６ページを御覧ください。令和７年度

福祉保健部当初予算のポイントについてです。 

１安心の分野では、災害時の応援・受援体制
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の強化等を図るとともに、こども・子育て支援、

医療・保健サービスの充実を通じ、高齢者や障

がい者を含めた県民誰もが安心して暮らすこと

ができる社会づくりを推進します。 

２元気の分野では、芸術やスポーツを通じた

障がい者の活躍を一層応援するため、県民の理

解促進に向けた情報発信等を強化します。 

私からは以上ですが、具体的な事業の内容等

について、引き続き担当課長、室長から御説明

します。 

高木福祉保健企画課長 ７ページを御覧くださ

い。福祉保健企画課関係について、御説明しま

す。 

１組織についてですが、当課は総務班以下四

つの班で構成されており、職員数は、部長、理

事、審議監を含め、計２９名となっています。 

次に、事務分掌ですが、２２項目あり、主な

ものは、（４）及び（５）の部全体に係る組

織・人事・予算に関すること、（１６）災害救

助法の施行に関すること、（１８）地域福祉計

画に関することなどです。 

次に、８ページを御覧ください。２課・室の

予算についてです。当課の令和７年度当初予算

額は、保護・監査指導室分を含め、左から２列

目の（Ａ）欄にあるように３３億７，２２５万

３千円となっています。これを前年度と比較す

ると、一番右端の前年度対比欄にあるとおり３，

０７４万２千円、０．９％の増となっています。 

主な要因は、民生委員・児童委員確保支援事

業費の増等によるものです。 

続いて、３重点事業について、御説明します。

まず、１災害時要配慮者支援強化事業費２，１

７９万５千円です。事業概要欄の一つ目の二重

マルでは、避難行動要支援者に対する個別避難

計画の作成を進める市町村を引き続き支援しま

す。 

三つ目の二重マル、福祉避難所連携体制強化

では、福祉避難所となる事業所間の職員派遣や

入所者の相互受入など、連携体制の強化に取り

組む社会福祉施設等に助成します。 

次に、２民生委員・児童委員確保支援事業費

３，８５０万円です。今年１２月の民生委員一

斉改選を見据え、民生委員の業務省力化による

負担軽減や地元企業・地域住民への理解促進な

ど、担い手確保に取り組む市町村や民生委員児

童委員協議会に対し助成し、民生委員の欠員解

消に向けた取組を後押しします。 

川邉保護・監査指導室長 ９ページを御覧くだ

さい。保護・監査指導室関係について、御説明

します。 

１組織ですが、当室は保護班以下四つの班で

構成され、職員数は１５名となっています。 

次に、事務分掌ですが、９項目あり、主なも

のは、（１）生活保護法の施行に関すること、

（４）社会福祉法に基づく社会福祉法人や施設

等の指導監査に関することなどです。 

次に、１０ページをお開きください。２重点

事業について、御説明します。 

１生活保護費１３億６，４７６万６千円です。

この事業は、生活に困窮する方に対し、最低限

度の生活を保障し、その自立を支援するもので

す。一つ目の二重マル、扶助費は、県が実施主

体となる４町村の保護費を支弁するものであり、

二つ目の二重マル、生活保護費県費負担金は、

居住地がない、又は明らかでない被保護者に係

る各市の支弁額の４分の１を負担するものです。 

坪井医療政策課長 １１ページを御覧ください。 

医療政策課関係について、御説明します。 

１組織ですが、当課は医務班以下五つの班で

構成され、職員数は、県立病院に研修医として

勤務する自治医科大学卒業医師及び地域医療確

保のため市町村に派遣している医師等を合わせ、

５４名となっています。 

次に、事務分掌ですが、２７項目あり、主な

ものは、（２）医療法及び（８）保健師助産師

看護師法の施行に関すること、（２０）救急医

療や（２３）在宅医療、（２４）地域医療の確

保に関することなどです。 

続いて、１２ページを御覧ください。 

２課・室の予算について、御説明します。当

課の令和７年度当初予算額は、薬務室分を含め

６７億５，５７３万５千円となっており、前年

度と比較すると８億９，４５０万３千円、１５．

３％の増となっています。これは、医療及び介
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護の総合的な確保を推進する事業に活用する地

域医療介護総合確保基金の積立額や医療施設の

高度化や安全対策の充実等に向けた施設整備に

要する経費が増加したこと等によるものです。 

次に、３重点事業について御説明します。 

まず、１救急安心センター運営事業費３，１

２６万７千円です。この事業は、救急車や医療

機関の適正利用を図るとともに、県民に適切な

助言を行い安心・安全を提供するため、市町村

と連携して救急医療電話相談、通称♯７１１９

を全県で運用するもので、運用開始は７月１日

を予定しています。 

次に２災害医療体制整備推進事業費１億１，

０４３万８千円です。災害時の医療体制の強化

を図るため、災害派遣医療チーム、大分ＤＭＡ

Ｔ等の人材育成を行うとともに、医療機関が行

う施設整備や機器整備を支援します。 

具体的には、一つ目の二重マルでは、１１月

に本県で開催予定の九州・沖縄ブロックＤＭＡ

Ｔ実働訓練を通じて、医療機関、消防、行政等

の連携を改めて確認・強化します。 

三つ目の二重マルでは、災害支援ナースの派

遣体制を整備すると共に、その下の四つ目の二

重マル、非常用自家発電設備等整備費補助によ

り、災害時にも継続して医療を提供できる体制

を確保します。 

荒金薬務室長 １３ページを御覧ください。薬

務室関係について、御説明します。 

１組織ですが、当室は薬務班の１班で構成さ

れ、職員数は７名となっています。 

次に、事務分掌ですが、１３項目あり、主な

ものは、（１）医薬品、医療機器等の品質、有

効性及び安全性の確保等に関する法律、（９）

安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法

律の施行に関することなどです。 

次に、１４ページを御覧ください。重点事業

について、御説明します。 

１薬剤師確保対策事業費２，０４３万４千円

です。この事業は、県内の病院薬剤師不足の解

消を図るため、一つ目の二重マル、奨学金返還

支援補助事業や二つ目の二重マル、返還免除付

の修学資金貸与制度を創設するものです。 

三つ目の二重マル、ＵＩＪターン支援では、

薬学生が県内の公的病院のインターシップに参

加する際の交通・宿泊費の支援を行うほか、四

つ目の二重マル、中高生向け薬剤師の魅力発信

では、医療現場での実務を身近に感じてもらい、

将来のキャリア選択肢としてもらうため、病

院・薬局の見学ツアーを行います。 

池邉健康政策・感染症対策課長 １５ページを

御覧ください。健康政策・感染症対策課関係に

ついて、御説明します。 

１組織についてですが、当課は地域保健企画

班以下三つの班で構成され、本庁の職員は２１

名となっています。また、当課が所管する地方

機関は、六つの保健所、三つの保健部があり、

その職員数は２４７名となっています。 

次に、事務分掌ですが、１７項目あります。

主なものは、（２）地域保健法、（８）難病の

患者に対する医療等に関する法律、（１３）旧

優生保護法補償金等支給法、（１４）感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律、（１５）予防接種法、（１６）新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法の施行に関すること

などです。 

続いて、１６ページを御覧ください。２課・

室の予算について、御説明します。 

当課の令和７年度当初予算額は５５億８０２

５万円となっており、前年度と比較すると３０

億２，６１１万３千円、３５．２％の減となっ

ています。これは、令和４年度の新型コロナウ

イルス感染症対策関係の国庫返還額の減と、組

織改正により県民健康増進課に予算の付け替え

を行ったことによるものです。 

次に、３重点事業について、御説明します。 

１感染症予防体制強化事業費１，４４４万２

千円です。感染症危機に備えるため、医療機関

及び社会福祉施設等の対応力向上を図ります。

一つ目の二重マル、保健所の感染症対応体制強

化では、感染管理アドバイザーを配置し、地域

における感染対策の要となる保健所の感染対応

業務の支援を行います。 

その下の二重マル、感染対応力向上のための

人材育成・連携強化では、感染管理認定看護師
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の資格取得の際に医療機関が確保する代替看護

師の人件費に対して補助を行います。また、感

染症拡大時に保健所等の業務を支援する保健師

等の専門職、ＩＨＥＡＴ（アイヒート）を確保

するための研修等を行い、保健所を核とした連

携体制を強化します。 

大和県民健康増進課長 １７ページを御覧くだ

さい。県民健康増進課関係について、御説明し

ます。 

１組織ですが、当課は、国保運営指導班以下

三つの班で構成され、職員数は２３名となって

います。 

次に、事務分掌ですが、１６項目あり、主な

ものは、（１）国民健康保険事業の運営に関す

ること、（７）健康増進法の施行に関すること、

（１５）がん登録等の推進に関する法律の施行

に関することなどです。 

次に、１８ページを御覧ください。２課・室

の予算について御説明します。当課の令和７年

度当初予算額は３５３億４，６７１万５千円と

なっており、新たに設置された課のため前年度

比較はありません。 

続いて、３重点事業について、御説明します。 

１みんなで進める健康づくり事業費９，４５

８万１千円です。この事業は、健康寿命を延伸

させるため、県民総ぐるみの健康づくり運動を

展開すると共に、健康経営に取り組む事業所の

拡大等により、働く世代の心身の健康づくりを

支援するものです。 

下から二つ目の二重マル、おおいた健康ポイ

ントの推進では、働き盛りの健康無関心層が楽

しみながら健康づくりに取り組めるよう、新健

康アプリあるとっくのダウンロード強化など普

及、活用促進を図ります。 

その下の二重マル、補助指標を活用した健康

課題解決支援事業は、１３項目の健康寿命補助

指標を基に健康課題の要因となる生活習慣等の

改善に向けた市町村の取組を支援するものです。 

次に、１９ページを御覧ください。２がん対

策推進事業費３，５２６万７千円です。がん対

策を総合的に推進するため、がん検診受診率の

向上に向けた普及啓発・受診促進を図るととも

に、がん診療連携拠点病院の機能強化やがん患

者の社会参加支援などに取り組むものです。 

一つ目の二重マル、がん検診受診率向上事業

では、がん検診の実態調査を行うことで、ター

ゲット層を明確化し、効果的な普及啓発等に取

り組みます。 

三つ目の二重マル、がん患者社会参加応援事

業は、ウィッグや乳房補整具、副作用ケア用品

等の購入費を助成するとともに、アピアランス

ケアの相談体制の強化、普及啓発を行うもので

す。 

渡邉高齢者福祉課長 ２０ページを御覧くださ

い。高齢者福祉課関係について、御説明します。 

１組織ですが、当課は、長寿・援護班以下五

つの班で構成され、職員数は２９名となってい

ます。 

次に事務分掌ですが、１７項目あり、主なも

のは（１）老人福祉法、（５）介護保険法の施

行に関すること、（９）戦傷病者、戦没者遺族

等の援護に関することなどです。 

次に、２１ページを御覧ください。２課・室

の予算について御説明します。 

当課の令和７年度当初予算額は２１５億２，

５１７万２千円となっており、前年度と比較す

ると１１億８，６９０万６千円、５．８％の増

となっています。これは、施設整備事業におけ

る申請件数の増などによるものです。 

次に、３重点事業について御説明します。１

介護の魅力発信事業費３，８６２万２千円です。

この事業は、介護人材の新規参入を促進するた

め、介護テクノロジーを活用し働き方改革が進

む県内介護現場や働きやすい職場環境など介護

の魅力を発信する取組等を実施するものです。 

一つ目の二重マル、介護人材確保につながる

魅力発信では、１１月１１日の介護の日に合わ

せた大型イベントを開催し、県内の若者等に介

護の魅力を発信するほか、その下の二重マル、

介護職スキルアップ移住では、介護分野への就

職を考える移住希望者を対象に、技術習得から

移住、就職、定住までを一貫して支援すること

で県外からの人材確保を図ります。 

加えて、下から二つ目の二重マル、ふくふく
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認証制度の運営では、より高度な評価基準を設

けた上位認証制度を創設し、働きやすい職場環

境づくりを加速していきます。 

次に、２２ページを御覧ください。２認知症

にやさしい地域創出事業費８９３万８千円です。

この事業は、認知症の人やその家族が安心して

地域で暮らせる環境を整えるため、県民への啓

発や本人・家族等への相談体制の強化に取り組

むものです。 

一番下の二重マル、認知症の人の生活におけ

るバリアフリー化の推進では、認知症バリアフ

リー社会実現のための手引きを用いて、認知症

当事者のピアサポーターと共に企業や業界にお

ける接遇向上や環境整備を行います。 

鈴木こども未来課長 ２３ページを御覧くださ

い。こども未来課関係について、御説明します。 

１組織ですが、当課はこども企画班以下４班、

２０名の体制となっています。 

次に事務分掌ですが、１５項目あり、主なも

のとして、（１）児童福祉法の施行に関する事

務のうち、保育士の試験及び登録並びに児童福

祉施設の認可、結核児童の療養給付等に関する

こと、（１０）子ども・子育て支援法の施行に

関すること、（１２）母子保健法の施行に関す

ることなどです。 

次に、２４ページを御覧ください。２課・室

の予算について、御説明します。 

当課の令和７年度当初予算額は１６９億３，

６１４万４千円となっており、これを前年度と

比較すると、一番右端の前年度対比欄にあると

おり２億１，６８２万５千円、率にすると１．

３％の増となっています。これは、放課後児童

クラブの待機児童数の解消に向けたクラブの新

設や定員拡大のための施設整備数の増加等によ

るものです。 

続いて３重点事業について、御説明します。

まず、１おおいた出会い応援事業費６，２４１

万１千円です。この事業は、若者の出会い・結

婚の希望を後押しするため、出会いサポートセ

ンターの運営、会員確保に向けた広報と共に、

市町村等と連携した地域における出会いの場づ

くりを総合的に実施するものです。 

一つ目の二重マル、出会いサポートセンター

の運営では、会員制による１対１のお見合い、

ＡＩマッチングシステムの運用、会員確保のた

めの広報に、引き続き力を入れて取り組みます。 

その下の二重マル、団体・企業等と連携した

婚活イベント等開催では、県外参加者を呼び込

むため、ＪＲ九州の観光列車を活用したイベン

トを実施します。また、振興局とも連携して県

内各地でイベントを実施します。 

次に、２５ページを御覧ください。２保育環

境向上支援事業費２億３，６５０万円です。こ

の事業は、保育人材の確保と職場定着を図るた

め、保育補助者等の配置やＩＣＴの活用を軸と

した保育現場の働き方改革に取り組む保育施設

を支援するものです。 

具体的には、大括弧、働き方改革等による離

職防止の二つ目の二重マルのとおり、保育施設

へのＩＣＴ導入・改修に対して補助すると共に、

その下の二重マル、保育補助者の雇い上げに対

する補助等を行うものです。 

三重野こども・家庭支援課長 ２６ページを御

覧ください。こども・家庭支援課関係について

御説明します。 

１組織ですが、当課は家庭支援班以下二つの

班で構成され、本庁の職員は１３名となってい

ます。 

また、当課が所管する地方機関は、二豊学園

以下６機関あり、その職員数は１７４名となっ

ています。冒頭、首藤部長が申したとおり、こ

の４月から、こども・女性相談支援センターに

おいて大分市事案を担当する城崎分室を、大分

支所として独立させ、大分市と連携して機動的

に対応できるよう体制を強化しています。 

次に事務分掌ですが、１２項目あり、主なも

のは（１）児童福祉法、（５）母子及び父子並

びに寡婦福祉法、（８）児童虐待防止法の施行

に関することなどです。 

次に、２７ページを御覧ください。２課・室

の予算について御説明します。 

当課の令和７年度当初予算額は６４億１１７

万７千円となっており、前年度と比較すると４

億９，５８７万２千円、８．４％の増となって
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います。 

これは、主に児童養護施設などに対して支出

する児童措置費の増などによるものです。次に、

３重点事業について御説明します。 

１ヤングケアラー等支援体制強化事業費２，

９６０万６千円です。ヤングケアラー状態にあ

るこどもを早期に発見し支援につなげるため、

昨年７月に実施した実態調査で明らかになった

課題を踏まえ、市町村の相談体制と地域での見

守り機能を強化するものです。 

一つ目の二重マル、市町村の相談体制強化で

は、市町村が実施する記名式実態調査や専門の

コーディネーター配置に対する上乗せ助成を行

います。 

また、その下の二重マル、地域での見守り機

能強化では、ヤングケアラーの悩みの共有、相

談等を行う交流場所を提供します。 

次に２８ページを御覧ください。まず、２児

童虐待防止対策事業費２，９１３万８千円です。 

一つ目の二重マル、児童相談所業務ＤＸ化推

進事業では、ＡＩ等を活用した文字起こしやモ

バイル端末による児童相談システム利用など児

童相談所業務を効率化、省力化し、職員の負担

軽減を図ります。 

次に、３児童相談所施設整備事業費２億１，

９３３万９千円です。昨年度に引き続き、一時

保護所の居室の個室化や夜間等緊急居室の設置

などの改修を進め、受入環境の改善を図ります。

また、職員の増員に伴い、中央児童相談所大分

支所及び中津児童相談所の執務室を整備します。 

荻障害福祉課長 ２９ページをお開きください。 

障害福祉課関係について、御説明します。 

１組織ですが、当課は管理・計画班以下四つ

の班で構成され、本庁の職員数は２４名となっ

ています。また、当課が所管する地方機関は、

こころとからだの相談支援センター以下四つあ

り、その職員数は２８名となっています。 

次に事務分掌ですが、２１項目あり、主なも

のは、（１）身体障害者福祉法をはじめ、（２）

知的障害者福祉法、（３）障害者総合支援法、

（６）精神保健福祉法などの各種法律の施行に

関することや（１８）障がいのある人もない人

も心豊かに暮らせる大分県づくり条例、（１９）

大分県手話言語条例の施行に関することなどで

す。 

次に、３０ページを御覧ください。２課・室

の予算について御説明します。 

当課の令和７年度当初予算額は、障害者社会

参加推進室分を含め１９０億２，６１１万６千

円となっています。これを前年度と比較すると、

一番右端の前年度対比欄にあるとおり１０億１，

８１５万５千円、５．７％の増となっています。

これは、障がい福祉サービスを利用する障がい

児・者の増加などに伴う自立支援給付費や障が

い児通所給付費の増などによるものです。 

次に、３重点事業について、御説明します。 

１児童発達支援センター等地域支援体制整備

事業費２，３４３万８千円です。この事業は医

療的ケア児や発達障がい児とその家族が住み慣

れた地域で安心して暮らせるよう、地域の障が

い児支援体制を整備するものです。 

一つ目の二重マル、児童発達支援センター等

職員対応経費では、医療的ケア児・発達障がい

児に対する専門的・広域的な相談支援、支援者

連携協議会の開催、医療的ケア児等コーディネ

ーターや発達障がい者支援専門員の派遣、５歳

児指導の記録の活用促進などを実施します。 

次に、３１ページを御覧ください。２精神科

救急医療システム整備事業費７，３０６万９千

円です。この事業は、精神科医療を必要とする

患者やその家族が安心して日常生活を過ごせる

環境を整えるため、救急医療体制の確保や精神

科救急情報センターの設置・運営等に取り組む

と共に、円滑な措置入院に必要な体制を整備す

るものです。 

下から四つ目の二重マル、措置移送業務の民

間救急事業者委託では、職員が深夜等に運転す

る際の危険性に配慮し、措置移送を民間救急に

委託することにより安全確保と負担軽減を図る

ものです。 

また、その下の二重マル、身体合併精神救急

患者に対するオンライン診療の試行では、自殺

企図に伴い救急医療機関に搬送された身体合併

症患者に対して、遠隔の精神科病院精神科医に
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よるオンライン診療を試行します。 

日野障害者社会参加推進室長 ３２ページを御

覧ください。障害者社会参加推進室関係につい

て、御説明します。 

１組織ですが、当室は地域生活支援・芸術文

化スポーツ推進班以下二つの班で構成され、職

員数は９名となっています。 

次に、事務分掌ですが、７項目あり、主なも

のとして、（１）障がい者の雇用促進及び工賃

向上、（２）芸術・文化・スポーツを通じた障

がい者の社会参加の推進、（３）障がいのある

人もない人も心豊かに暮らせる大分県づくり条

例の施行に関することなどです。 

次に、３３ぺージを御覧ください。２重点事

業について、御説明します。 

まず、１障がい者就労環境づくり推進事業費

８，８４７万４千円です。この事業は、障がい

者活躍日本一に向けて、障がい者の希望や特性

に沿った就労を促進するため、障がい者雇用ア

ドバイザーによる企業訪問や職場への定着支援

等に取り組むほか、就労系事業所等からの一般

就労への移行を支援するなど、就労環境を整備

するものです。 

上から三つ目の二重マル、一般就労促進支援

では、企業等での職場実習に参加した障がい者

御本人に対し、奨励金を新たに支給します。 

また、下から二つ目の二重マル、就労継続支

援事業所の業務拡大等支援では、業務拡大や生

産性の向上に取り組む就労継続支援事業所に対

し、機器整備等に必要な経費の一部を助成しま

す。 

次に、３４ページを御覧ください。２パラス

ポーツ普及強化事業費１，４８６万４千円です。

この事業は、パラスポーツを通じて障がい者の

活躍を一層推進するため、情報発信等を強化す

るとともに、障がい者の社会参加の創出に取り

組むものです。 

一番上の二重マルにあるように、車いすマラ

ソン等の本県パラスポーツの魅力を伝えるＰＲ

動画を制作し、競技人口はもとより、ファン層

の拡大を図ります。 

次の二重マル、デフスポーツ普及啓発では、

大分市祝祭の広場で来月２１日から２２日にか

けて開催されるデフビーチバレーボール国際親

善大会に合わせてＰＲイベントを開催するなど、

デフスポーツの普及と県民理解の促進を図りま

す。 

今吉委員長 以上で説明は終わりました。これ

より質疑に入ります。質疑、御意見などはあり

ませんか。 

高橋委員 ありがとうございます。２点だけ教

えてください。 

 １４ページ、薬務室の薬剤師確保で、県内の

病院薬剤師が不足と私も聞いて実感をしている

けれども、実質、今何人足りないのか。県内全

体でいったらどれくらいの薬剤師が必要で、そ

れに対して今どれぐらいなのかが分かれば、お

願いしたいと思います。 

 それから、次に、健康政策・感染症対策課の

感染予防体制強化事業費ですが、御存じのよう

に、この前、臼杵市の１０代の女の子が東南ア

ジアや韓国を旅行して、帰ってきたらはしかを

発症し、県内では２２年以来ということです。 

 それは仕方がないことですけれども、気にな

ったのが、報道ではしかの危険性がすごい強調

されている。それから、彼女が乗った列車、何

時何分の何線で、そこで一緒に乗った方はとい

うような、これももちろん必要だとは思うんで

すが、感染症に対する差別、特にはしかに対し

て、最近は、正しい知識を持たれている方が非

常に少なくなっていて、確かに小さい子どもに

対しては怖いけれども、自然感染で免疫ができ

ている私たちなどは、特段と言ったら悪いけれ

ども、気を付けなきゃいけないところはあるけ

れども、異常にそれがちょっと強調されたかと。 

 その後、彼女に対するそういう偏見、差別が

あったかどうかは聞いてないので分からないけ

れども、今後とも、そういう感染症が起きた後

の報道というか、周りへの啓発に対してガイド

ラインがあるかどうか分からないけれども、ど

こまで言うのか。差別云々は、こことはまた別

の分野ではあるけれども、そこら辺もちょっと

配慮が必要になるのかなということで、何か御

見解があれば。 
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荒金薬務室長 最初の御質疑にお答えしたいと

思います。 

 薬剤師の数は２年に１回調査があり、２年前

のデータにはなるけれども、大分県内の薬剤師

数が５６６名で、国の推計では県下全域で１１

２名足りない状況になっています。 

池邉健康政策・感染症対策課長 ３年ぶりに出

たはしかの報道に関する御質疑ですが、こちら、

プレスリリースするときには、報道機関には個

人の特定や差別にならないように十分に配慮す

るようお願いしています。それと、報道はされ

ていませんが、保健所でこの患者が出たときに、

学校関係者、医師会、保健所、市の感染症の予

防接種担当課で、診断されたその日に対策会議

を行い、どのように情報を扱うのか、学校の中

でもしっかり守っていくことを、地域の関係者

が対策を考えて、報道やどのように啓発してい

くのかを話し合っています。私もＺｏｏｍで一

緒に会議に参加しました。 

 その際に、高橋委員が御心配されたことも確

かに意見として出ましたが、一方で、はしかは

とても感染力が強いので、そこに対しての注意

喚起は決して怠ってはいけない。今回はＪＲを

使っていたので、注意喚起はしなければならな

いことは合意してやっています。 

 ただ、一個だけ工夫していて、普通は何時何

分の列車にどこからどこまで乗ったのかまでか

なり明確に注意喚起をしていますが、今回、そ

れによって個人の特定につながるリスクがあっ

たので、列車の到着駅だけを書いて、どこから

どこまで患者が乗ったのかは明記せずに、保健

所に問合せが増えるだろうけれども、その乗車

区間を問合せのそれぞれの方から聞いた上でリ

スクを評価して、それをお伝えするという配慮

をすることによって、できるだけ患者の特定に

つながらないようにしようという配慮を行って

います。 

 そのときには、臼杵市を所管する中部保健所

と、乗車区間で大分市にも当然関係があるので、

大分市保健所にもその旨を情報提供して、対応

フローなどをつくって同じように対応して、特

定につながらないように配慮は行っています。 

 実際、高橋委員御指摘のとおり、個人の特定

や差別と感染拡大を防止することの両立はとて

も難しいところではあるけれども、公衆衛生上

のリスク評価を行って、一定の基準を私たちも

つくっていますし、ほかの県の報道等も参考に

しながら行っているところです。 

高橋委員 ありがとうございます。 

 薬剤師は１１２人も足らないということで、

やっぱり必要ですね。私も知り合いが薬剤師を

しているけれども、かなり年齢もいっていると

いうことで、なかなか新しい方が入ってこない。

今、全てにわたって人手不足と言われているけ

ど、よろしくお願いします。 

 それから、はしかは接触じゃなくて空気感染

なので、マスクしていてもうつるところもあっ

て、そういう対応は十分理解できますし、やっ

ぱりそういうことがあっても、差別や特定の個

人を詮索することにつながらないための日頃か

らの啓発も必要ではないかと思います。今後と

もよろしくお願いします。 

福崎委員 では、私から三つほど聞きたいです。 

 １９ページのがん対策推進事業費ですが、ウ

ィッグ等の購入費を助成することですけど、子

ども用の医療ウィッグも助成の対象になるのか。

対象になるならば、何か制限があるのか。それ

から、髪の寄附、ヘアドネーションをうちの娘

もしたんですけど、ヘアドネーションをしてい

る団体や美容室に対しての支援策があるのかを

教えていただきたい。 

 ２３ページのこども未来課の事業ですが、ど

この児童育成クラブも指導員が不足しているの

が現状です。児童育成クラブに預けられる子ど

もが年々増えている実情の中で、児童育成クラ

ブの指導員確保に対する対策を取っているのか。

それから、処遇改善もしなければいけないと思

うが、保育士だけでなくて児童育成クラブも同

じような仕事をしているから、そこら辺の処遇

改善に対してどういう対策を取っているのか。 

 それから、２９ページですが、大分県手話言

語条例の施行後に具体的に何かした施策等があ

るのか、県としてどういう取組をしてきたのか

をお聞きしたいと思います。 



- 26 - 

大和県民健康推進課長 まず、ヘアウィッグの

助成対象について、今、手元の資料では、特段

子どもが対象外になることはないようですが、

もう一度確認した上で回答させていただければ

と思います。 

 ヘアドネーションについては、私どもも最近

報道などで、いろいろと協力していただく美容

室があるのは、全てを把握しているわけではな

いけれども、承知はしています。そういった御

協力をいただけるところは健康寿命日本一おう

えん企業という企業を支援する仕組みがあるの

で、美容室とかにお声掛けさせていただいて、

是非協力をしたいところがありましたら、一緒

になって取組できるような形で考えていければ

と思っています。 

鈴木こども未来課長 放課後児童クラブについ

て、２点御質疑をいただきました。 

 １点目の職員の確保については、県で放課後

児童支援員の養成の研修をやっており、各クラ

ブに必要な職員を配置できるよう取組を実施し

ているところです。 

 もう一点、処遇改善についてですけれども、

これは国の単価に基づいて設定されていますが、

それに加えて私どもでは、各クラブに社会保険

労務士を派遣して、その社会保険労務士が労働

環境等についてクラブを指導し、それによって

それぞれの支援員の処遇が改善される取組をや

っているところです。 

 それと、職員確保の部分では、令和７年度か

ら大学生がクラブに入っていただける取組とし

て、各大学で出前講座をしており、既に大分大

学、芸術文化短期大学、別府大学短期大学部、

溝部学園等へ要請をして、順次、出前講座を実

施していく予定としています。 

日野障害者社会参加推進室長 大分県手話言語

条例施行後の県の取組についてのお尋ねかと思

います。まず、条例施行後ですけれども、条例

の意義や簡単な手話を紹介した動画の配信、指

さしコミュニケーションボードの普及など、円

滑な意思疎通を支援してきました。また、手話

啓発講座等については、幅広い世代を対象に、

子どもを含め毎年約１千人程度に受講していた

だいています。手話サークル等とも連携した手

話の普及等も図っているところです。 

福崎委員 子どものウィッグは、やっぱりもの

すごく保護者の負担にもなり、子どもにとって

も大切なことだと思います。ヘアドネーション

のボランティアをしているところは、できれば

一般の支援する団体じゃなくて個別に調査して

手厚く支援していただいて、広く皆さんが子ど

もたちを支えていく環境もつくっていく必要が

あるかと思うので、是非ともよろしくお願いし

ます。詳しくはまた後で教えていただきたいと

思うので、よろしくお願いします。 

大和県民健康推進課長 さきほど、子どももヘ

アウィッグの対象なのかというところは、子ど

もも対象になります。今いただきました御意見、

その分野をきちんと把握して、何らかの形で検

討させていただきたいと思います。ありがとう

ございました。 

御手洗委員 災害対策について、予算のポイン

トの中にも入っているけれども、大規模災害が

起きると言われている中で、福祉施設も含めて、

災害が起きる場所に施設があるところもあると

思うんですが、まず、福祉保健部としてどの程

度把握しているのか、お伺いをしたいと思いま

す。 

高木福祉保健企画課長 福祉保健部としては、

避難者対策としては、やはり要配慮者の支援。

避難所全体の対応は生活環境部が主となってす

るんですが、その中でも福祉保健部は、要配慮

者、避難行動要支援者に対して支援している状

況です。 

 県内の福祉避難所は現状、３８３避難所あり

ます。災害が起こったとき、例えば能登半島地

震の際、福祉避難所がなかなか機能しなかった

実情がありました。職員が被災して働く場所に

行けなかったり、施設自体がちょっと壊れたり

という状況があった。これらについて、全国的

に何とかしなきゃならないということで、県と

しては今年の新規事業で、福祉避難所間が連携

して事前に計画をつくって、例えばその計画を

基に訓練を実施したりといった部分に対して助

成する新規事業を設けています。 
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 いずれにしても福祉保健部としては、そうい

った要配慮者に対する、例えば個別避難計画の

作成の促進など、福祉避難所の支援といった部

分を進めているところです。 

御手洗委員 施設そのものが被害に遭うところ

の把握はされているんですか。 

高木福祉保健企画課長 災害の際に、高齢や障

がいや子ども、それぞれの分野の施設の被害状

況については、担当課から随時把握して、それ

を福祉保健企画課でまとめて災害対策本部に報

告する形で、随時確認等をしている状況です。 

首藤福祉保健部長 すみません、ちょっと補足

させてください。 

 今、御手洗委員のおっしゃった浸水想定区域

や被害が想定される区域に立地してある施設の

実態については、河川法や砂防法、土木建築部

の関係にはなりますが、浸水危険エリアや急傾

斜地崩壊のエリアなどにある施設のリストは、

特定被害想定区域、特定施設という形で把握は

しています。福祉保健部と土木建築部で連携し

て、それぞれの立地の危険な場所にある施設に

ついては避難計画を定めましょうということで、

土木建築部が主になるんですけど、土木事務所

等が個別に計画策定等を働きかけている動きは

あると承知しています。 

御手洗委員 把握をした上で、今後どういうよ

うな指導をされていくのか。例えば、予測され

る津波では完全に施設が被害に遭う。事前の対

策としての対応は考えていないのでしょうか。 

首藤福祉保健部長 避難計画をしっかり立てる

のはやっています。今の委員の御質疑は、そう

いうことではなくてですか。 

御手洗委員 予測されているから、建て替え、

高台に行くとかは、福祉保健部としてはどのよ

うに。そういう建て替えの指示なり、そういう

指導や対策はまだされていないのでしょうか。 

高木福祉保健企画課長 避難想定区域の部分で、

ここの施設については例えば増水とか、そうい

った部分で危険だという部分は土木建築部と連

携しながらやってはいるんですが、具体的に、

じゃあ移設をしましょうという話は行っていな

い状況です。それぞれの施設においてＢＣＰ、

避難計画を作成する助言等を生活環境部と一緒

になってしているのが実情です。 

御手洗委員 事前に災害が予測されるところは、

やはり災害があって死傷者が出るよりも、事前

にそういう対策を動いた方が安全なんですよね。

災害が起きる時期がいつか分かりませんけれど

も、希望する施設、法人があるとなれば、支援

体制は取ってほしいと思うんですが。要望です。 

猿渡委員 時間がないので１点だけ。 

 最初に部長もおっしゃったけれども、各分野

で人材確保に非常に苦労されていると思うんで

すね。その中で、今度、訪問介護の分野で、加

算が取れていない事業所に対してコンサルを派

遣することを大分県が実施するのは非常にあり

がたいことだと思うんですね。同じような問題

が各分野でないのか、似たような、これに学ん

だ形で、各分野でこのような事業を取り入れる

ことができないのか。取り入れて、障がい者や

保育関係、いろんな分野でそういう人材確保に

苦労している点があるかと思うけれども、何ら

かの形でやっぱりそこを支援することが必要か

と思うんです。 

 あと、今、人材派遣会社の手数料が大きな負

担になっていて各事業所のネックになっている

と思うんです。何か対応が必要ではないかと思

うんですが、どのように把握されているのか。

それぞれ答弁いただかなくてもいいんですけど、

部長なりお願いします。 

首藤福祉保健部長 人材確保の関係ですけれど

も、介護、看護、保育等いろいろな人材の中で、

国の制度の中で、処遇改善の加算制度がある場

合は、しっかり活用していただけるように、担

当課、担当班が周知することを徹底しています。

取れる加算をしっかり取ってもらうのは、コン

サル派遣に限らず、職員ができる部分はやって

いるところが一つ。 

 あと、人材派遣の業者を介して手数料の負担

が大きいというお話もありましたけれども、大

分県福祉人材センター、大分県社会福祉協議会

に委託して運営しているので、大分県福祉人材

センターであれば、介護や障がい福祉、あるい

は保育の一部等も手数料とか関係なく人材の確
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保に役立てていただけますし、保育は大分県保

育士・保育所支援センターがやっているので、

そういったところであれば、手数料なく、働き

たい方と雇いたい方を結びつける取組、公営の

ものがあります。そういったものの活用を呼び

かけているということで、もちろん既存のハロ

ーワーク等を活用した確保もありますし、県で

やっている職種ごとの派遣、マッチングの仕組

みもあるので、活用を呼びかけたいと考えてい

ます。 

今吉委員長 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 ほかに質疑もないので、これをも

って、令和７年度行政組織及び重点事業等を終

わります。 

今吉委員長 次に、執行部から報告をしたい旨

の申出があったので、これを許します。 

①について説明をお願いします。 

池邉健康政策・感染症対策課長 資料の３５ペ

ージを御覧ください。 

 本年６月に、福祉保健部において改定予定で

ある新型インフルエンザ等対策行動計画につい

て御説明します。 

まず、当該計画を改定する目的ですが、新型

コロナウイルス対応の経験を踏まえて、新型イ

ンフルエンザや新型コロナウイルス以外の新興

感染症にも幅広く対応できるよう備えるために

対策の拡充等を図るものです。 

具体的には、資料の下段にあるとおり、対策

項目を現行計画の６項目から１３項目に拡充し、

各項目の準備期・初動期・対応期のフェーズご

との取組を明示します。 

今後の策定スケジュールですが、資料の右上

段にあるとおり、既に実施しているパブリック

コメントを踏まえ、５月に感染症対策連携協議

会・計画策定部会を開催し、６月には議会にて

報告させていただき、公表を行う予定としてい

ます。 

さきほど高橋委員から質疑のあった感染症に

対する差別偏見の部分について、補足で説明し

ます。④情報提供・共有、リスクコミュニケー

ション、表の中の４番目にこれがありまして、

準備期のところから広く県民に周知していくん

ですが、実際患者が発生した時は対応期のとこ

ろ、これまでの計画は情報提供というどちらか

というと一方的にこちらから提供する流れだっ

たんですが、今回の計画の中では、双方向のリ

スクコミュニケーションで、それぞれの方が偏

見や差別が無いように、また、コロナ禍の時も

様々な情報が飛び交って何が正しいか分からな

いことがあったので、それについてもきちんと

対応できるよう計画に書いて、関係するところ

がしっかりと予防的に行動をとっていくことも

盛り込まれています。 

当該計画の改定にあたっては、委員の皆様と

も議論しながら作り上げていきたいと考えてい

るので、引き続き御意見をお寄せいただければ

と思います。 

今吉委員長 ただいまの報告について、質疑な

どはありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別に質疑もないので、以上で諸般

の報告を終わります。 

この際、ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別にないので、これをもって福祉

保健部関係を終わります。 

執行部はお疲れ様でした。 

委員の皆様は、内部協議を行うので、このま

まお待ちください。 

 

〔福祉保健部退室〕 

 

今吉委員長 これより、内部協議を行います。 

まず、県内所管事務調査についてです。行程

内容に一部変更があります。事務局は、行程表

の説明をしてください。 

〔事務局説明〕 

今吉委員長 この案で決定してよろしいでしょ

うか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 それでは、この案で決定します。 

なお、欠席や別行動となる場合は、その都度、

早めに事務局に連絡してください。 
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 また、今後、調整が必要な場合は、私に御一

任いただきたいと思います。 

次に、県外所管事務調査についてです。まず、

お手元に配布している検討資料について、事務

局に説明させます。 

〔事務局説明〕 

今吉委員長 以上、事務局に説明させましたが、 

日程や調査地についてはいかがでしょうか。 

〔内部協議〕 

今吉委員長 それでは、県外所管事務調査の日

程については、１１月の３週目のいずれか３日

間で実施することとします。 

 次に、その他ですが、事務局から一時預かり

金の取扱いについて、説明したいとのことです。

事務局は説明してください。 

〔事務局説明〕 

今吉委員長 なにか御意見がありましたら、お

願いします。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 それでは、これまでどおり取り扱

っていくこととします。 

以上で予定されている案件は終了しました。 

この際、ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別にないので、これをもって、委

員会を終わります。 

お疲れ様でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


